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1. 一般廃棄物処理基本計画の基本的事項 

1.1. 計画策定の背景 

我々の豊かな生活は、石油・石炭を中心とした化石燃料の使用による大量生産・大量消費・大

量廃棄型の社会によって支えられてきました。 

この社会システムに対する反省から、平成 12 年に「循環型社会形成推進基本法」が制定され、

国、地方公共団体、事業者、国民の責務、排出者の責任、ごみの発生・排出抑制等の施策実施が

定められ、同時に各種リサイクル法の整備による循環型社会形成のための法体系が確立されてき

ました。 

 

国においては、平成 25 年 5 月に「循環型社会形成推進基本計画（第三次）」が策定され、「質

にも着目した循環型社会の形成」、「国際的取組の推進」や「東日本大震災への対応」等、廃棄物

政策に関する新たな方針を打ち出したほか、さらなる持続可能な循環型社会を形成するための具

体的な取組指標が示されています。 

 

岩手県（以下、「県」という。）においては、平成 23 年 3 月に「岩手県循環型社会形成推進基

本計画（第三次岩手県廃棄物処理計画）」が策定され、平成 27 年度を目標年度とした廃棄物減量

政策が進展しています。 

 

釜石市（以下、「本市」という。）においては、一般廃棄物を処理する基本計画として、平成 15

年度に「生活排水処理基本計画」（釜石大槌地区行政事務組合）、平成 22 年度にごみ処理基本計

画を策定し、廃棄物の減量や生活排水の適正処理に関する施策を進めてきました。 

しかし、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、我が国及び本市を取巻く社会

情勢は大きく変化しました。 

震災により発生した災害廃棄物については、釜石市清掃工場において処理が行われていますが

（平成 26 年 3 月完了予定）、一般廃棄物については周辺市町と構成する岩手沿岸南部広域環境

組合で運営する「岩手沿岸南部クリーンセンター」において共同処理を開始しています。 

 

国の廃棄物政策においては、市町村による一般廃棄物処理基本計画の策定は「目標年次を概ね

10 年から 15 年先において、5 年ごとに改定する必要がある」（ごみ処理基本計画策定指針 平

成 20 年 6 月策定）という方針が示されており、一般廃棄物処理基本計画の定期的な見直しが求

められています。 

しかし、状況が大きく変化した本市については更なる循環型社会システムの構築を推進してい

くための新たな計画策定の必要性が生じています。 

 

このため、本市も新たな中長期の廃棄物処理行政の基本的な方向性を示し、更なる「廃棄物の

減量と生活排水の適正処理による水環境の保全」に取り組むため、新たに『一般廃棄物処理基本

計画（以下、「本計画」という。）』を策定しました。  
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1.2. 計画概要 

1） 計画対象区域 

本計画の対象地域は本市全域とします。 

 

2） 計画の範囲 

本計画では、市内で発生する一般廃棄物（ごみ、生活排水）を対象とします。 

 

3） 計画目標年次 

本計画では、今後 10 年間を本計画の計画対象期間とし、計画目標年度は平成 35 年度としま

す。また、中間目標年度を平成 30 年度として、概ね 5 年経過した後に計画の見直しを行うとと

もに、社会情勢の変化があった場合には適宜見直すこととします。 

 

◆中間目標年：平成 30 年度（2019 年） 

◆計画目標年：平成 35 年度（2023 年） 
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1.3. 計画の位置付け 

本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」という。）」の第 6 条

第 1 項の規定に基づいて、同法の目的である生活環境の保全と公衆衛生の向上を図りつつ、一般

廃棄物の適正な処理を行うため、本市の区域内の一般廃棄物処理に関する計画を定めるものです。 

また、本計画は上位計画である「釜石市復興まちづくり基本計画」と整合を図りつつ、第三次

岩手県廃棄物処理計画及び岩手沿岸南部広域環境組合及び関係市町の計画等にも留意した内容と

しました。 

 

 

図 1.1 本計画の位置付け 
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【参考】 循環型社会形成のための法体系 

国が法整備を進める循環型社会形成推進のための詳細な法体系は、図 1.2 のとおりです。平成

6 年に環境基本法が施行され、それに基づき「環境基本計画」が策定されています。また、平成

13 年に循環型社会形成推進基本法が施行され、「廃棄物の適正処理」と「リサイクルの推進」の

2 つの方針が示されました。 

循環型社会形成推進基本法は基本的枠組みとなる法律であり、上記 2 つの方針の下に廃棄物処

理法と資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）が並立しています。 

また、各種廃棄物について個別物品の特性に応じたリサイクルを行うため、容器包装リサイク

ル法、家電リサイクル法、食品リサイクル法、建設リサイクル法、自動車リサイクル法及び小型

家電リサイクル法の各種リサイクル法が施行されています。 

さらに、これらのリサイクル法で再生利用するために生産された再生品等の調達を推進するた

めのグリーン購入法が施行されています。 

 

 

図 1.2 循環型社会形成推進のための法体系 

（出典）環境省、「環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書」に基づき作成 
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2. 基礎的事項の整理 

2.1. 位置・地勢 

2.1.1. 釜石市の位置・特徴 

釜石市は、陸中海岸国立公園のほぼ中央部、岩手県の南東部に位置し、西に早池峰国定公園、

南に五葉山県立自然公園に囲まれ、北上高地を背にした豊かな森林資源と世界三大漁場の一つ三

陸漁場を控え、古来より自然の恵みを享受してきました。 

また、気候は夏が冷涼で、冬は比較的降雪量も少なく、太平洋に面していることから、四季を

通じて温暖な海洋性の気象を示しています。 

産業面においては、鉄鋼業や機械金属製造業を中心に、漁業、水産加工業等が主要な産業とな

っていますが、産業構造の転換や魚価の低迷等によって地域の活力が停滞していると同時に、人

口の減少や若年労働層の流出が進み高齢化も進展していることから、これらの問題の解決による

地域経済の対策が急務となっています。 

 

 

図 2.1 釜石市の位置 
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2.1.2. 気候 

本市における気象概況は表 2.1 に示すとおりです。 高気温は 37℃に達しない程度ですが、

低気温は-10℃程度まで低下します。平均気温は 12℃前後で推移しており、年間降水量は

1,500 mm 前後で推移しています。また、日照時間と気温の年間変動（過去 30 年間の平均）を

みると、図 2.2 に示すとおりで、日照時間については、4、5 月が長く、気温については 1、2

月が も気温が低くなることが分かります。 

 

表 2.1 気象状況の推移 

 

 

 

図 2.2 日照時間と気温（過去 30 年間（1981～2010 年）の平均） 

（出典）気象庁、気象統計情報（釜石） 
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H16 12.1 34.8 -6.3 1.9 1,610.0
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H20 11.4 31.9 -7.4 1.8 1,307.5

H21 11.8 33.7 -5.1 1.7 1,822.0

H22 12.0 36.1 -9.2 1.7 1,841.5

H23 12.9 36.6 -7.3 1.7 1194.0
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2.2. 人口動態 

2.2.1. 人口推移 

平成 24 年度末（平成 25 年 3 月 31 日）現在の釜石市の人口は、37,161 人となっています。

釜石市の人口は昭和 38 年度をピークに減少が続いています。平成 15 年度以降の人口の推移は

表 2.2 及び図 2.3 に示すとおりです。また、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の

影響で、平成 23 年度以降は人口が大幅に減少しています。 

これに応じる形で世帯数も減少傾向にあり、平成 24 年度末の 1 世帯当たりの人口は 2.19 人/

世帯となっています。 

 

表 2.2 釜石市の人口推移 

 

 

 

図 2.3 釜石市の人口推移 

  

総人口 世帯数
1世帯当たりの

人口
（人） （世帯） （人/世帯）

H15 44,781 17,877 2.50

H16 44,144 17,863 2.46

H17 43,431 17,887 2.42

H18 42,684 17,835 2.39

H19 41,948 17,760 2.35

H20 41,161 17,660 2.32

H21 40,474 17,586 2.29

H22 39,592 17,421 2.27

H23 37,639 16,986 2.21

H24 37,161 16,984 2.19
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2.2.2. 地区別人口 

本市は 7 つの市関係施設で人口を把握しており、各施設管内の年度末人口＊及び世帯数の推移

は表 2.3 に示すとおりです。 

＊平成 24 年度までは外国人人口を含まない数値（住民基本台帳人口）です。 

 

表 2.3 釜石市の地区別人口の推移 

 

 

図 2.4 釜石市の地区別人口の推移  

19,560 37,161

40,338

17,421 18,547 20,917 39,464

16,986 17,799 19,791 37,590
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2,1731,1082,687 3,294 6,8413,547 1,302681621488 1,065812

1,809675 722 1,397 741 869 940H24 1,976 2,177 2,224 4,401 564
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16,984 17,601

2,075 2,332 2,365 4,697 528 646 689

1,256 800 1,007 1,078 2,0852,605 3,066 3,325 6,391 481 602 654

1,285 813 1,036 1,100 2,1362,679 3,219 3,500 6,719 486 614 671

男 女 計 男 女 計 男 女 計

人口
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鵜住居生活応援センター 栗橋生活応援センター 唐丹生活応援センター

年度
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2.2.3. 年齢別人口 

本市の平成 24 年度末（平成 25 年 3 月末日）現在の年齢別人口は図 2.5 に示すとおりです。

年齢 3 区分の内、 も人口が多い年齢階層は 15～64 歳の生産年齢人口で、男女合わせて総人

口の 54.9%を占めています。 

 

 

  

図 2.5 釜石市の年齢別人口（平成 25 年 3 月末日現在） 
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2.3. 産業動向 

2.3.1. 産業別就業人口 

本市の産業別人口は国勢調査において表 2.4 のとおりとなっています。全就業者人口は、本市

の人口減少に伴って全体的に減少傾向にあります。特に、本市の主要な産業である漁業では平成

2 年度と比較して約半分まで減少しています。 

平成 22 年度の各区分の就業人口を平成 2 年度と比較すると、第一次産業は 1,256 人、第二

次産業は 2,492 人、第三次産業は 3,205 人の減少となっており、いずれの区分でも減少してい

ます。 

表 2.4 産業別就業人口と構成比 

  

（出典）国勢調査

H2 H7 H12 H17 H22 前回調査比

第一次産業 2,447 2,297 1,705 1,599 1,191 74.5%

農業 746 633 459 399 256 64.2%
林業 122 107 77 46 51 110.9%
漁業 1,579 1,557 1,169 1,154 884 76.6%

第二次産業 7,478 7,816 7,236 5,743 4,986 86.8%

鉱業 184 130 44 25 19 76.0%
建設業 2,544 2,749 2,566 1,801 1,463 81.2%
製造業 4,750 4,937 4,626 3,917 3,504 89.5%

第三次産業 13,917 13,483 12,477 11,590 10,712 92.4%

電気・ガス・熱
供給・水道業

163 156 140 133 140 105.3%

運輸・通信業 1,618 1,434 1,200 - - -
情報通信業 - - - 99 99 100.0%
運輸業 - - - 792 - -
運輸業、郵便業 - - - - 783 -
卸売・小売業 3,255 2,604 80.0%
飲食・宿泊 825 - -
金融・保険業 655 548 463 388 - -
金融業・保険業 - - - - 397 -
不動産業 142 84 92 121 - -
不動産業、物品賃貸
業

- - - - 185 -

サービス業 5,346 5,434 5,492 - - -
学術研究、専門・技術
サービス業

- - - - 293 -

宿泊業、飲食サービス
業

- - - - 841 -

生活関連サービス業、
娯楽業

- - - - 583 -

医療・福祉 - - - 1,899 1,990 104.8%
教育・学習支援業 - - - 760 688 90.5%
複合サービス業 - - - 343 249 72.6%
サービス業
（他に分類されないも
の）

- - - 2,136 950 44.5%

公務 858 912 900 839 910 108.5%

分類不能の産業 8 9 4 32 11 34.4%

総数 23,850 23,596 21,422 18,964 16,900 89.1%
単位：人

4,190

区分

5,135 4,915
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2.3.2. 農業 

本市の農業の状況は表 2.5 及び図 2.6 に示すとおりです。本市の農家数は減少傾向ですが、

特に販売農家数は平成 22 年度では 207 戸と平成 7 年度の半数以下まで減少しています。また、

農家数の減少に伴って農業就業人口（販売農家）や耕地面積、収穫量も減少傾向となっています。 

 

表 2.5 農業の概況 

  

（出典）釜石市統計書 

 

 

図 2.6 農家数の推移 

（出典）釜石市統計書 

  

単位 H7 H12 H17 H22

総農家数 戸 744 606 523 455

販売農家数 戸 433 347 282 207

自給的農家数 戸 311 259 241 248

農業就業人口（販売農家) 人 720 574 469 340

耕地面積 ha 1,183 1,035 882 804

田 ha 256 225 216 209

畑 ha 927 810 666 595

農作物（耕地面積） ha 190 141 120 97

水稲 ha 172 130 113 93

大豆 ha 18 11 6 4

そば ha - - 1 -

農作物（収穫量） t 722 662 559 460

水稲 t 700 647 550 456

大豆 t 22 15 8 4

そば t - - 1 -
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2.3.3. 工業 

本市の工業（製造業）の状況は表 2.6 及び図 2.7 に示すとおりです。本市の製造業事業所数

及び従業員数は減少傾向を示しています。一方で、製造品出荷額等については、変動はあります

が、横ばい傾向となっています。 

 

表 2.6 製造業事業所数等の推移

 

（出典）釜石市統計書 

 

 

 

図 2.7 製造事業所数等の推移 

（出典）釜石市統計書 

  

単位 H18 H19 H20 H21 H22

事業所数 事業所 101 98 94 90 86

従業員数 人 4,169 4,157 3,899 3,799 3,419

事業所当たり従業員数 人/事業所 41.3 42.4 41.5 42.2 39.8

製造品出荷額等 百万円 112,924 122,937 136,690 90,138 110,631

事業所当たり製造品出荷額等 百万円/事業所 1,118 1,254 1,454 1,002 1,286
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2.3.4. 商業 

本市の商業（卸売業、小売業）の状況は表 2.7 及び図 2.8 に示すとおりです。卸売業、小売

業ともに減少傾向を示しています。また、商店数の減少と同様に、従業員や商品販売額も減少傾

向となっています。 

本市の商圏は、釜石市と大槌町にほぼ限定されていますが、平成 26 年春に大型商業施設の完

成が予定されているため、商業開発による活性化が期待されます。 

 

表 2.7 商店数及び商品販売額等の推移 

  
（出典）釜石市統計書 

 

 

図 2.8 商店数の推移 

（出典）釜石市統計書 

  

単位 H3 H6 H11 H14 H16 H19

卸売業 店 221 190 180 142 137 141

小売業 店 959 920 796 707 656 592

計 店 1,180 1,110 976 849 793 733

卸売業 人 1,185 1,196 1,018 784 806 724

小売業 人 3,525 3,423 3,181 3,053 2,949 2,538

計 人 4,710 4,619 4,199 3,837 3,755 3,262

卸売業 百万円 63,293 61,388 58,626 42,624 44,074 38,213

小売業 百万円 51,596 53,214 45,623 44,118 43,934 39,920

計 百万円 114,889 114,602 104,249 86,742 88,008 78,133
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2.3.5. 土地利用状況 

本市の土地利用状況の推移は、表 2.8 及び図 2.9 に示すとおりです。本市では山林が全体の

50%以上を占めており、土地が狭隘な地域であることがうかがえます。このため、宅地や田畑等

に利用できる土地が少なくなっています。なお、宅地は主に甲子川、鵜住居川、熊野川等の流域

沿いに立地しているのが特徴です。 

 

表 2.8 地目別土地面積の推移（単位：km2） 

 

（出典）釜石市統計書 

 

 

図 2.9 地目別土地面積比率の推移 

（出典）釜石市統計書 

 

 

総数 田 畑 宅地 山林 牧場 原野 雑種地 その他

平成19年 441.39 2.26 4.80 7.08 249.55 16.09 3.53 4.54 153.54

平成20年 441.45 2.25 4.73 7.17 278.79 16.09 3.51 4.61 124.00
平成21年 441.42 2.18 4.64 7.34 277.43 16.07 3.45 4.72 125.59
平成22年 441.43 2.13 4.52 7.31 277.37 16.07 3.41 4.85 125.77
平成23年 441.43 1.65 4.03 4.85 276.78 16.07 3.27 4.12 130.66

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H19

H20

H21

H22

H23

田 畑 宅地 山林 牧場 原野 雑種地 その他
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3. ごみ処理基本計画 

3.1. ごみ処理の現状 

3.1.1. ごみ処理フロー 

1） 一般ごみの処理 

本市の一般ごみ（可燃ごみ、不燃ごみ）は平成 22 年度までは釜石市清掃工場にて溶融処理し

ていましたが、平成 23 年度から岩手沿岸南部広域環境組合が運営する岩手沿岸南部クリーンセ

ンターにおいて溶融処理しています。また、本市の 終処分場は埋立が完了しているため、現在

は大槌町 終処分場において埋立処分しています。 

 

2） 粗大ごみの処理 

本市の粗大ごみはごみ袋に入らない大型のものは委託業者において収集された後、有価物（ス

クラップ）として売却可能なものは売却し、それ以外については、平成 22 年度までは釜石市清

掃工場に併設している粗大ごみ処理施設で破砕し、一般ごみとともに清掃工場で溶融処理をして

いました。平成 23 年度からは、一般ごみと同様に岩手沿岸南部クリーンセンターにおいて溶融

処理をしています。 

 

 

図 3.1 岩手沿岸南部広域環境組合構成市町のごみ処理フロー 

 

3） 資源物の処理 

資源物は、①委託による収集・処理、②ごみ処理施設への直接搬入物、③集団回収による回収

物があり、②についてはごみ処理施設で分別した後、溶融処理の過程から排出される水滓スラグ

及び鉄分スラグとともに再資源化（業者引渡し）しています。 

町内会や子ども会、ＰＴＡ等の取組によって回収された集団回収物については、実施団体が、

直接資源回収業者に売却しています。  

釜石市 大槌町 大船渡市 住田町 陸前高田市

可燃ごみ 可燃ごみ 可燃ごみ 可燃ごみ 可燃ごみ
不燃ごみ 不燃ごみ 不燃ごみ 不燃ごみ 不燃ごみ

直接搬入ごみ 直接搬入ごみ

粗大ごみ 粗大ごみ

中継施設 陸前高田市中継施設

廃棄物運搬
（各構成市町）

中間処理

集塵灰運搬
（各構成市町）

最終処分 陸前高田市最終処分場大船渡地区最終処分場大槌町最終処分場

岩手沿岸南部クリーンセンター破砕施設（粗大ごみ）

処理施設設置者：岩手沿岸南部広域環境組合
管理運営委託先：㈱岩手沿岸南部クリーンシステム

大船渡地区中継施設

岩手沿岸南部クリーンセンター（可燃ごみ・不燃ごみ）
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4） 現状のごみ処理フロー（本市におけるごみの流れ） 

本市における平成 24 年度のごみ処理フローは図 3.2 に示すとおりです。 

 

 

図 3.2 現状のごみ処理フロー（H24 年度） 
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234 t 3,958 t
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17 
 

3.1.2. ごみ処理体制 

1） 分別収集区分及びごみ処理の主体 

本市では、収集運搬及び中間処理ともに直営と委託の両体制で実施しています。 終処分場に

ついては、大槌町と覚書を締結し、岩手沿岸南部クリーンセンターから発生する集塵ダスト（飛

灰）を大槌町の 終処分場で埋立処分を行っています。 

 

表 3.1 釜石市のごみ処理体制 

収集・運搬 中間処理 最終処分 

直営 委託 直営 委託 直営 委託

○ ○ ○ ○ － ○ 

 

 

2） ごみの分別区分 

本市のごみの分別区分は一般ごみ、資源物、粗大ごみの 3 区分となっています。一般ごみは可

燃ごみと不燃ごみの両方としています。資源物は、ビン類、缶類、紙類、金属類、小型家電製品

類を分別しており、缶類はアルミとスチールに、ビン類はリターナブルと茶色、無色、その他色

のカレットに、紙類は新聞、雑誌、ダンボール、紙パック等に分類しています。また、粗大ごみ

については、指定ごみ袋に入らない大きさのもの（50 cm 以上）を、予約の上、収集しています。 

なお、衣類は資源物として取り扱ってきましたが、市場における流通が困難な状況となったこ

とから、平成 20 年度から資源物としての収集を取りやめ、粗大ごみと同じくリサイクルショッ

プを活用するように啓発しています。 

一方で、平成 23 年度からレアメタル等の希少金属を含む小型家電製品類については、資源物

において分別区分を設けて、収集しています。 

 

表 3.2 ごみの分別区分 

分 別 区 分 

一般ごみ 
生ごみ、資源物にならない紙類、衣類・布類、ゴム・プラスチック類、革製品・靴類、

木・草・枯葉類、ガラス・せともの類、その他（電池等） 

資源物 

缶類（飲料缶、缶詰、菓子缶、のり缶、ミルク缶、スプレー缶、カセットボンベ等） 

びん類（化粧品のびん、一升びん、ビールびん、ドリンクびん等） 

紙類（新聞、雑誌、ダンボール、紙パック、雑紙） 

金属類（金属製食器、なべ、フライパン等） 

小型家電製品類（掃除機、扇風機、ラジカセ、電話・FAX、ビデオデッキ等） 

粗大ごみ 家具類（ベッド、ソファー、タンス、机等）、自転車、スキー板、座いす等 
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3） ごみの収集運搬体制 

一般ごみと資源物は、市内を 2 つのブロックに分けて委託業者がごみステーションを介して収

集し、粗大ごみについては、週 1 回委託業者が市内全域の収集作業をしています。 

市内のごみステーションは、一時期は 2,805 箇所ありましたが、ごみ箱集約化事業や東日本大

震災の影響により、現在では 2,100 箇所まで減少しました。 

また、事業系一般廃棄物や一時多量ごみ等は、自己搬入や許可業者による搬入が行われていま

す。 

 

表 3.3 ごみの収集体制 

区  分 収集回数 収集方法 ステーション数 備考 

収集ごみ 

（家庭系） 

一般ごみ 週 2 回 

ステーション方式 2,100 箇所 

 

資源物 月 2 回  

粗大ごみ 週 1 回 予約制 

直接搬入ごみ 

一般ごみ 

自己搬入または許可業者搬入 
資源物 

粗大ごみ 

事業系ごみ 
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3.1.3. 施設整備状況 

本市におけるごみ処理施設は以下に示すとおりです。平成 23 年度から広域処理体制への移行

に伴って、岩手沿岸南部クリーンセンターが稼働しています。各施設の位置は図 3.3 に示すとお

りです。 

 

【焼却施設】 

名称 岩手沿岸南部クリーンセンター 

所在地 岩手県釜石市大字平田 3 地割 81 番地 3 

竣工年 平成 23 年 4 月 

処理能力 147 ｔ／日 （73.5 ｔ／日×2 炉） 

処理方式 全連続式 

炉形式 シャフト式ガス化熔融炉 

 

【粗大ごみ処理施設】 

名称 岩手沿岸南部クリーンセンター（粗大ごみ破砕設備） 

所在地 岩手県釜石市大字平田 3 地割 81 番地 3 

竣工年 平成 23 年 4 月 

処理能力 10.5 ｔ/日 

処理対象物 可燃性粗大ごみ、不燃性粗大ごみ 

 

【資源化施設】 

名称 釜石市資源物分別作業所（釜石市清掃工場） 

所在地 岩手県釜石市栗林町第 2 地割 9 番地１ 

竣工年 平成 9 年 4 月 

処理能力 12 ｔ/日 

処理方式 
缶 類：2 品目機械選別圧縮成型（スチール、アルミ） 

び ん 類：3 品目手選別（茶色、無色、その他） 

 

【保管施設】 

名称 釜石市資源物保管施設（釜石市清掃工場） 

所在地 岩手県釜石市栗林町第 2 地割 9 番地１ 

竣工年 平成 9 年 4 月 

面積 484 ㎡ 

分類数 1 

保管対象物 ガラス類 
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図 3.3 中間処理施設等の位置図 

 

  

釜石市

大船渡市 

大槌町

住田町 

陸前高田市 

岩手県

岩手沿岸南部広域環境組合 

【釜石市清掃工場】 

◆稼働開始：昭和 54 年 9 月 

○ごみ焼却施設 

109 t/24 日（54.5 t/24 h×2 炉） 

⇒平成 26 年 3 月廃止・解体 

○資源化施設 

12t/日 

○保管施設 

484m2

【岩手沿岸南部クリーンセンター】 

◆稼働開始：平成 23 年 4 月 

○焼却施設 

147 t/日（73.5 t/24 h×2 炉） 

○粗大ごみ処理施設（破砕処理） 

10.5t/日 
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3.1.4. ごみ処理の実績 

1） ごみ排出量 

本市のごみ排出状況は表 3.4 及び図 3.4 に示すとおりです。本市の平成 24 年度のごみ排出

量は 15,095 ｔとなっています。ごみ排出量の内、約 66％を家庭系ごみが占めており、事業系

ごみは約 33％となっています。 

また、平成 24 年度の 1 人 1 日当たりのごみ排出量は 1,113 g/人日となっており、家庭系が

730 ｇ/人日となっています。 

 

表 3.4 ごみ排出量の推移 

 

 

 

図 3.4 ごみ排出量の推移 

 

 

H20 H21 H22 H23 H24

 計画収集人口 人 41,161 40,474 39,592 37,639 37,161

世帯数 世帯 17,660 17,586 17,421 16,986 16,984

ごみ排出量 t 18,252 15,527 15,770 13,896 15,095

うち家庭系 t 12,707 10,252 10,520 9,539 9,901

うち事業系 t 5,288 4,954 5,062 4,077 4,960

うち集団回収 t 257 321 188 280 234

1世帯当たり排出量 t 0.72 0.58 0.60 0.56 0.58

1人1日当たり排出量 g 1,215 1,051 1,091 1,011 1,113

1人1日当たり家庭系ごみ排出量 g 846 694 728 694 730
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【1 人 1 日当たり排出量（g/人日）】 

＝ごみ排出量（t/年）÷人口（人）÷365（日）×1,000,000（換算） 
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2） ごみ収集・搬入量 

（1） 区分別搬入量 

本市のごみ区分別搬入量の推移は表 3.5 及び図 3.5 に示すとおりです。平成 24 年度のごみ

搬入量の合計は 15,095 t となっており、 も多いのが一般ごみ（8,046 t）、次いで資源物

（1,944 t）となっています。また、一般ごみと粗大ごみについては収集委託されるものが も

多くなっています。 

なお、本市では、平成 22 年度まで産業廃棄物の受入も実施していたため、年間 2,000 t 程度

の産業廃棄物の搬入がありましたが、新たな処理施設（岩手沿岸南部クリーンセンター）での処

理を開始して以降は搬入を受入れていません。 

 

表 3.5 ごみ搬入量の推移 

  

  

図 3.5 ごみ搬入量の推移  

H20 H21 H22 H23 H24

ごみ搬入量 t 21,288 17,924 17,626 13,896 15,095

一般ごみ t 10,530 8,368 9,728 7,726 8,046

直営 t - - - - -

収集委託 t 10,276 7,934 8,055 7,425 7,451

直接搬入 t 254 434 1,673 301 595

粗大ごみ t 212 170 175 88 142

直営 t - - - - -

収集委託 t 110 77 92 44 64

直接搬入 t 102 93 83 44 78

資源物 t 2,266 2,066 1,906 2,020 1,944

資源物 t 200 179 154 127 130

集団回収 t 257 321 188 280 234

収集委託 t 1,809 1,566 1,564 1,613 1,580

事業系ごみ t 5,288 5,012 3,961 4,062 4,963

許可業者搬入 t 4,220 4,317 3,451 3,540 4,308

直接搬入 t 1,068 695 510 522 655

産業廃棄物 t 2,992 2,308 1,856 - -
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（2） 搬入形態別ごみ量 

本市の搬入形態別ごみ量の推移は表 3.6 及び図 3.6 に示すとおりです。平成 24 年度の搬入

形態別ごみ量の合計は 14,861 t となっています。 

全体量の内訳は収集搬入（9,095 t）が全体の約 61％を占めており、直接搬入（5,766 t）が

約 39％です。また、直接搬入の約 85%を事業系ごみの直接搬入または許可業者搬入による搬入

量が占めています。 

 

表 3.6 搬入形態別ごみ量の推移 

  

 

  

図 3.6 搬入形態別ごみ量の推移 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

収集搬入 t 12,195 9,587 9,711 9,082 9,095

家庭系ごみ t 10,276 7,934 8,055 7,425 7,451

粗大ごみ t 110 77 92 44 64

資源物 t 1,809 1,576 1,564 1,613 1,580

直接搬入 t 5,800 5,619 5,871 4,534 5,766

家庭系ごみ t 454 603 1,827 428 725

事業系ごみ t 5,244 4,923 3,961 4,062 4,926

粗大ごみ t 102 93 83 44 115

t 17,995 15,206 15,582 13,616 14,861計

区分
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3） ごみ処理量（中間処理） 

（1） 中間処理量 

本市では、釜石市清掃工場において大船渡地区環境衛生組合（大船渡市、住田町）のごみと大

槌町から発生する不燃ごみ、粗大ごみ及び焼却灰を受入れて中間処理（溶融処理）を行ってきま

した。平成 22 年度までの中間処理量は年々減少傾向を示しておりましたが、平成 23、24 年度

は陸前高田市のごみも加わったため、中間処理量は増加し平成 24 年度の中間処理量は 29,990 t

となっています。 

これは、平成 23 年度から、釜石市、大槌町、大船渡市、住田町、陸前高田市で構成される岩

手沿岸南部広域環境組合で設置した新たな処理施設（岩手沿岸南部クリーンセンター）において

一般ごみの溶融処理を行っているためです。 

 

表 3.7 中間処理量の推移 

  

 

  

図 3.7 中間処理量の推移 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

釜石市 t 18,978 15,769 15,720 11,876 13,151

大船渡地区 t 10,805 10,432 9,693 10,133 10,168

大槌町 t 923 982 825 2,472 2,903

陸前高田市 t - - - 3,136 3,768

t 30,706 27,183 26,238 27,617 29,990計
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（2） 資源化量 

① 資源物の再資源化量の推移 

本市の資源物再資源化量の推移は表 3.8 及び図 3.8 に示すとおりです。平成２４年度の再資

源化量は 1,944 ｔとなっており、平成 20 年度と比べて 14.2％の減少となっています。資源物

再資源化量は各区分で減少傾向を示しています。 

なお、平成 23 年度から資源物として小型家電製品の回収を開始しています。 

 

表 3.8 資源物再資源化量の推移 

 

  

図 3.8 資源物再資源化量の推移  

H20 H21 H22 H23 H24

金属 t 330 294 253 232 230

缶 t 184 183 148 191 131
スチール缶 t 111 108 87 92 73
アルミ缶 t 73 75 61 99 58

金属 t 146 111 105 41 99
ビン t 482 453 425 384 382

リターナブル t 72 59 48 42 34
茶色 t 187 184 178 163 153
無色 t 62 148 139 126 136
その他 t 161 62 60 53 59

紙類 t 1,353 1,317 1,228 1,383 1,310
紙パック t 1 1 1 1 1
段ボール t 355 322 269 475 287
新聞 t 514 528 518 469 624
雑誌 t 483 466 440 438 398
その他紙 t 0 0 0 0 0

布、小型家電 t 101 2 0 21 22
プラスチック t - - - - -

t 2,266 2,066 1,906 2,020 1,944
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② 資源化スラグの推移 

本市では、一般ごみの溶融処理によって得られるスラグのリサイクルを行っており、資源化ス

ラグ量の推移は表 3.9 及び図 3.9 に示すとおりです。平成 24 年度の資源化スラグ量は 2,014 

t で、平成 20 年度に比べて 20.4%の減少となっています。 

なお、水滓スラグは道路の路盤材として、鉄分スラグは事業者に売却し再資源化を行っていま

す。 

 

表 3.9 資源化スラグの推移 

  

 

  

図 3.9 資源化スラグの推移 

 

 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

水滓スラグ t 1,985 1,555 1,456 1,225 1,725

鉄分スラグ t 545 413 372 274 289

t 2,530 1,968 1,828 1,499 2,014計
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③ ごみのリサイクル率等の推移 

本市の資源化等の現況については表 3.10 及び図 3.10 に示すとおりです。本市では、通常の

直接資源化量、集団回収量に加えて、溶融処理過程で発生するスラグを多量に資源化しているた

め、平成 24 年度のリサイクル率は 26.2％と高い数値を示しています。 

なお、減量処理率については、収集ごみを溶融処理により直接スラグへと資源化しているため

100%となっています。 

 

表 3.10 資源化等の現況 

  

 

  

図 3.10 資源化量の推移 

 

H20 H21 H22 H23 H24

収集総量 t 17,995 15,206 15,582 13,616 14,861

集団回収量 t 257 321 188 280 234

総排出量 t 18,252 15,527 15,770 13,896 15,095

直接資源化量 t 1,437 1,202 1,211 1,268 1,249

t 3,102 2,511 2,385 1,971 2,475

集団回収量 t 257 321 188 280 234

計（総資源化量） t 4,796 4,034 3,784 3,519 3,958

減量処理率 % 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

リサイクル率 % 26.3 26.0 24.0 25.3 26.2
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【リサイクル率（%）】 

＝総資源化量（t/年）÷総排出量（集団回収量＋家庭系ごみ＋事業系ごみ）×100 

【減量処理率（%）】 

＝直接焼却率（%）＋資源化等の中間処理率（%）
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4） 最終処分量 

ごみ処理施設から発生する集塵ダスト（飛灰）や水滓スラグ（資源化されなかったもの）を合

わせた 終処分量の推移は表 3.11 及び図 3.11 に示すとおりです。広域処理のため、本市分の

終処分量は組合を構成する本市、陸前高田市、大船渡地区（大船渡市、住田町）及び大槌町か

ら収集されたごみ量によって按分して求めています。 

なお、本市は 終処分場を有していないため、大槌町の 終処分場において埋立を行っていま

す。 

 

表 3.11 最終処分量の推移 

  

 

  

図 3.11 最終処分量の推移 

 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

水滓スラグ t 19 3 0 0 0

集塵ダスト t 1,020 917 726 752 832

t 1,039 920 726 752 832計
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5） ごみ組成 

ごみ組成の推移は表 3.12、図 3.12、表 3.13 及び図 3.13 に示すとおりです。組成につい

ては各年で変動がありますが、 も多くを占めているのは紙・布類となっています。次いで、ビ

ニール・ゴム類、厨芥類となっています。低位発熱量は平成 22 年度で 1,944 kcal/kg となっ

ています（釜石市清掃工場）。また、岩手沿岸南部クリーンセンターで処理を開始して以降の平成

24 年度は 1,866 kcal/kg となっています。 

 

表 3.12 ごみ組成の推移（釜石市清掃工場） 

  

 

 
図 3.12 ごみ組成の推移（釜石市清掃工場） 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

紙・布類 42.8 43.8 39.4 - -

ビニール・ゴム類 28.8 24.4 32.1 - -

木・竹・藁類 3.3 4.4 2.8 - -

厨芥類 16.2 13.0 20.4 - -

不燃物 4.8 8.4 1.6 - -

その他 4.1 6.0 3.7 - -

単位体積重量 kg/m3 213.7 163.9 171.4 - -

水分 51.9 45.6 46.0 - -

灰分 6.9 10.0 4.7 - -

可燃分 41.2 44.4 49.3 - -

低位発熱量 kcal/kg 1,785 1,726 1,944 - -
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表 3.13 ごみ組成の推移（岩手沿岸南部クリーンセンター） 

  

 

 

図 3.13 ごみ組成の推移（岩手沿岸南部クリーンセンター） 

 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

紙・布類 - - - 41.3 39.6

ビニール・ゴム類 - - - 20.4 24.3

木・竹・藁類 - - - 3.4 3.1

厨芥類 - - - 18.2 20.4

不燃物 - - - 3.6 7.4

その他 - - - 13.1 5.2

単位体積重量 kg/m3 - - - 213.4 182.8

水分 - - - 50.9 49.7

灰分 - - - 10.7 8.4

可燃分 - - - 38.4 41.9

低位発熱量 kcal/kg - - - 1,707 1,866
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6） ごみ処理経費 

① ごみの収集運搬に係る経費 

ごみの収集運搬経費の推移は表 3.14 及び図 3.14 に示すとおりです。本市のごみ総収集量は

年々減少傾向にありますが、総経費については平成 23 年度から小型家電を資源物として収集を

開始しており、増額要素はある一方、収集区域による収集回数を減少している等減額要素もあり、

ほぼ一定額となっていることから、t 当たりの収集単価は上昇傾向を示しています。平成 24 年度

の収集運搬総経費は 156,009 千円、t 当たり収集単価は 17,153 円/t となっており、平成 20

年度と比べると、収集運搬総経費は 0.5％の微増ながら t 当たりの収集単価は 34.7％増加してい

ます。 

 

表 3.14 ごみの収集運搬経費の推移 

 

 

  

図 3.14 収集運搬経費の推移 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

ごみ及び資源物収集運搬委託料 千円 153,804 153,930 153,594 153,594 153,594

粗大ごみ収集運搬委託料 千円 1,499 1,499 2,415 2,415 2,415

総経費 千円 155,303 155,429 156,009 156,009 156,009

総収集量 t 12,195 9,577 9,711 9,082 9,095

t当たり収集単価 円/ｔ 12,735 16,229 16,065 17,178 17,153
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② ごみの中間処理に係る経費 

ごみの中間処理に係るごみ処理施設管理費の推移は表 3.15 及び図 3.15 に示すとおりです。

釜石市清掃工場は一般ごみの処理を平成 23 年 4 月から岩手沿岸南部クリーンセンターに移行し

たため、平成 23 年度以降は清掃工場の経費は掛かっていません。平成 22 年度の清掃工場管理

費は 495,191 千円となっています。 

 

表 3.15 ごみ処理施設管理費の推移（釜石市清掃工場） 

 

 

 

図 3.15 ごみ処理施設管理費の推移（釜石市清掃工場） 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

清掃工場管理費 千円 721,822 656,091 495,191 - -

人件費 千円 32,245 31,901 30,277 - -

物件費 千円 141,188 124,619 107,318 - -

委託料 千円 451,258 436,071 317,750 - -

維持管理補修費 千円 97,131 63,500 39,846 - -

総処理量 ｔ 30,706 27,183 26,238 - -

t当たり単価 円/ｔ 23,508 24,136 18,873 - -

歳入 千円 358,036 471,865 364,093 - -

ごみ処理手数料 千円 86,211 127,810 121,804 - -

ごみ処理委託金（大船渡） 千円 234,711 319,678 216,882 - -

フロン破壊処理委託金 千円 6,275 6,591 4,810 - -

肉骨粉・県境産廃等委託金 千円 16,360 17,334 20,113 - -

災害復旧処理委託金 千円 3,067 - - - -

犬猫死体処理委託金 千円 609 452 484 - -

その他 千円 10,803 - - - -
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岩手沿岸南部クリーンセンターにおける本市の一部事務組合負担金の推移は表 3.16 及び図 

3.16 に示すとおりです。 

 

 

表 3.16 一部事務組合負担金の推移（岩手沿岸南部クリーンセンター） 

  

 

 

図 3.16 一部事務組合負担金の推移（岩手沿岸南部クリーンセンター） 

 

  

H23 H24

一部事務組合負担金合計 千円 219,369 240,520

人件費 千円 17,302 15,958

物件費 千円 179,571 186,311

維持補修費 千円 0 0

扶助費 千円 96 43

補助費等 千円 502 801

公債費 千円 18,485 24,140

元利償還金 千円 18,485 24,140

一時借入金利子 千円 0 0

積立金 千円 3,413 13,267

投資及び出資金・貸付金 千円 0 0

繰出金 千円 0 0

前年度繰上充用金 千円 0 0

総処理量 ｔ 11,876 13,151

t当たり単価 円/ｔ 18,472 18,289
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③ 資源物のリサイクルに係る経費 

資源物のリサイクルに係る経費の推移は表 3.17 及び図 3.17 に示すとおりです。資源物のリ

サイクルに係る経費については、排出量は横ばい傾向が持続する中で総経費の減少に努めていま

す。 

 

 

表 3.17 リサイクル経費の推移 

 

 

 

図 3.17 リサイクル経費の推移 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

総経費 千円 20,753 16,354 11,195 11,960 10,009

人件費 千円 14,947 10,918 5,876 5,939 4,724

賃金等 千円 5,236 4,800 4,804 5,442 4,798

再商品化委託料 千円 308 356 318 265 221

集団資源回収事業奨励金 千円 262 280 197 314 266

資源物再資源化量 t 2,266 2,066 1,906 2,020 1,944

t当たり単価 円/t 9,158 7,916 5,874 5,921 5,149

歳入（資源物売払代） 千円 9,259 5,625 18,557 15,297 12,295
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④ ごみの最終処分に係る経費 

本市の 終処分に係る経費は表 3.18 及び図 3.18 に示すとおりです。平成 22 年度までは、

大槌町との協定（大槌町のごみを釜石市清掃工場で処理する代わりに、大槌町が釜石市分の集塵

ダストも 終処分）により、掛かる費用は運搬費用のみで、 終処分費用は掛かっていませんで

したが、平成 23 年度以降は組合での処理に移行したため、処分費用が掛かるようになっていま

す。 

 

表 3.18 最終処分経費の推移 

  

 

 

図 3.18 最終処分経費の推移 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

総経費 千円 6,468 6,704 5,634 26,094 31,505

運搬費 千円 6,468 6,704 5,634 3,906 4,764

処分費 千円 - - - 22,188 26,741

t 1,039 920 726 752 832
円/ｔ 6,225 7,287 7,760 34,699 37,867
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⑤ ごみ処理に要する全体経費 

ごみ処理に要する全体経費（清掃費）の推移は表 3.19 及び図 3.19 に示すとおりです。平成

24 年度の清掃に関する総経費は約 4 億 2 千万円となっており、平成 20 年度に比べて、58.1％

減少しています。平成 20 年度はそれまで清掃に係る総経費の一般会計額に占める割合が 4％台

で推移していたのに対して増加した年度であったため、平成 24 年度は従来の割合まで低下して

きたといえます。 

なお、平成 23 年度の清掃費は高額になっていますが、これは災害廃棄物処理事業が経費とし

て計上されているためです。 

 

表 3.19 清掃費の推移 

 
＊処理量は、陸前高田市、大船渡地区、大槌町を含みます。また、集団資源回収や旧釜石清掃工場での直接資源化などの資源物の量も

含んでいます。 

 

 

 

図 3.19 ごみ処理全体経費の推移 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

総経費 千円 990,971 1,059,319 964,834 16,750,976 415,571

清掃総務費 千円 64,845 75,940 52,751 46,568 45,527

塵芥処理費 千円 926,126 983,379 912,083 16,704,408 370,044

処理量 t 32,972 29,249 28,144 - -

t当たり単価 円/t 30,055 36,217 34,282 - -

一般会計決算額 千円 16,495,583 20,248,669 19,411,586 73,810,364 9,374,407

% 6.0 5.2 5.0 2.3 4.4
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3.1.5. ごみ処理の評価 

本市のごみ処理状況を東北 4 県（青森、秋田、岩手、宮城）の人口規模が同程度の市町（釜石

市以外で 12 市町）について環境省の一般廃棄物処理実態調査（平成 23 年度実績）に基づき、

評価した結果を表 3.20 に示します。 

なお、比較対象とした市町は、青森県の黒石市、三沢市、つがる市、岩手県の大船渡市、久慈

市、宮城県の白石市、岩沼市、東松島市、柴田町、亘理町、秋田県の鹿角市、北秋田市です。 

 

1） ごみ排出・搬入量 

本市の 1 人 1 日当たりの総ごみ排出量は 999.8 g/人日であり、他市町と比較しても多く排出

していることが分かります。また、家庭系ごみ、事業系ごみの各排出・搬入量でも他市町よりも

高い数値となっています。 

 

2） ごみ処理状況 

本市では、可燃ごみだけでなく、不燃ごみも溶融処理をしているため、焼却ごみ量については、

他市町よりも大きな数値となっています。 

ただし、本市では溶融処理の過程から排出されたスラグを資源化しているため、他都市に比べ

てリサイクル率は 7.8％高く、 終処分量も 62.9 g/人日低い数値となっています。 

 

3） ごみ処理原価 

本市の 1 人当たりのごみ処理原価は 9,640 円/人となっており、他都市よりも 1,300 円程度

高額となっています。 

 

表 3.20 釜石市のごみ処理状況の他都市との比較 

 
（出典）環境省一般廃棄物処理実態調査 

※本計画書では、年度末総人口を計画書人口として採用しているため、上記の比較においては、前項までの数値

と異なる場合があります。 

  

釜石市
その他

市町平均

総ごみ排出量 廃棄ごみ量＝（生活系ごみ搬入量-資源ごみ量）÷総人口÷366 g/人日 999.8 906.5

家庭系ごみ搬入量
家庭系ごみ搬入量÷総人口÷366
（家庭系ごみ搬入量＝家庭系計画収集量＋家庭系直接搬入量）

g/人日 686.4 669.9

家庭系ごみ総量 （家庭系ごみ搬入量＋集団回収量）÷総人口÷366 g/人日 706.5 687.5

事業系ごみ搬入量 事業系ごみ搬入量÷総人口÷366 g/人日 293.3 219.0

焼却ごみ量 直接焼却量÷総人口÷366 g/人日 848.2 708.3

リサイクル率
総資源化量（直接資源化量＋中間処理後再生利用量＋集団回収量）
÷ごみ総排出量（集団回収量＋ごみ総処理量）

％ 25.3 17.5

埋立（最終）処分量 最終処分量÷総人口÷366 g/人日 54.1 117.0

1人当たりの
ごみ処理原価

廃棄物処理事業経費÷総人口 円/人 9,640 8,353

評価項目 算出方法

H23実績
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3.1.6. ごみ処理における課題 

1） 発生排出抑制 

本市のごみ排出量は東北地方の同程度の規模の都市と比較して、多量にごみを排出しているた

め、発生・排出抑制を進めていくことが求められます。 

 

2） 中間処理 

本市では、溶融処理を採用していることから、不燃ごみも焼却処分されており、焼却量の数値

が他と比較して多くなっています。これについては、ごみの発生排出抑制に取り組むことによっ

て、焼却量を減らしていくことが求められます。 

一方で、リサイクル率についてはスラグの資源化により、他と比較しても高い数値となってい

るため、維持継続していくことが求められます。 

また、リサイクル率を向上させていくためには、現状では行っていないペットボトルの分別収

集などについて検討をしていく必要があると考えられます。 

 

3） 最終処分量 

本市の 終処分量は、他と比較しても低い数値となっていますが、市の 終処分場は埋立が完

了しているため、現在は大槌町の 終処分場において埋立処分を行っています。しかし、大槌町

の 終処分場も残余年数がひっ迫しており、新たな 終処分方法の検討が必要となっています。 

 

4） ごみ処理費用 

本市のごみ処理費用は t 当たりの処理費用は下がっておらず、他と比較しても 1 人あたりのご

み処理原価は高くなっているため、ごみ処理の効率化を進めてごみ処理に掛かる費用を削減して

いく必要があります。 
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3.2. 将来予測（現状のまま推移した場合） 

3.2.1. 人口の将来予測 

本市の将来人口（推計人口）は図 3.20 に示すとおりです。将来人口は国立社会保障・人口問

題研究所（以下、「社人研」と記す。）が平成 25 年 3 月に公表した市区町村別の将来人口（2010

～2040 年）の推計値を採用し、目標年度における人口を表 3.21 に示すとおり決定しました。 

一般廃棄物処理基本計画の計画目標年度における人口は平成 30 年度（中間目標）に 33,560

人、平成 35 年度（計画目標）に 30,600 人まで減少することが推定されます。 

 

 

図 3.20 釜石市の将来人口（推計人口）の推移 

 

表 3.21 各年度における人口 
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3.2.2. 事業活動等の将来予測 

本市における事業数の将来予測結果は、表 3.22 に示すとおりで、計画目標年までに減少傾向

が見込まれます。事業所数の推計は国の統計に基づき、平成 18 年度実績と平成 21 年度実績の

増減率を適用して推計しました。 

なお、図 3.21 に示すように人口の減少と事業所数の減少には相関が確認できますが、新たな

商業施設の開業や経済の動向による増減が考えられるため、事業所が減少することによって、必

ずごみが減少するか否かは判断が難しくなります。 

国の第三次循環型社会形成推進基本計画においても「1 事業所当たりのごみ排出量」の指標は

示されていないことから、本計画においても 1 事業所当たりのごみ排出量は考慮しないこととし

ます。 

 

表 3.22 釜石市の事業所数の推移（推計） 

 

 

図 3.21 総人口と事業所数の相関（参考）  
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3.2.3. ごみ排出量の将来予測 

ごみ排出量の予測を行った結果は図 3.22 に示すとおりです。ごみ排出量の予測は、将来人口

（推計人口）に排出量原単位を乗じて算出しました。 

本市では、人口が減少していくと見込まれるため、現状のまま推移した場合においてもごみ排

出量は減少すると予想されます。 

なお、 新年度実績、目標年度におけるごみ排出量は表 3.23 に示すとおりです。 

 

 

 

図 3.22 ごみ排出量の予測結果 

 

表 3.23 各年度におけるごみ排出量 
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3.2.4. 資源化量の将来予測 

資源化量の予測を行った結果は図 3.23 に示すとおりです。 

資源化量はごみ排出量に依存するため、ごみ排出量と同様に資源化量も減少することが予想さ

れます。 

なお、 新年度実績、目標年度における資源化量は表 3.24 に示すとおりです。 

 

 

 

図 3.23 資源化量の予測結果 

 

表 3.24 各年度における資源化量 
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3.2.5. 最終処分量の将来予測 

終処分量の予測を行った結果は図 3.24 に示すとおりです。 

終処分量もごみ排出量に依存するため、ごみ排出量、資源化量と同様に 終処分量も減少す

ることが予想されます。 

なお、 新年度実績、目標年度における 終処分量は表 3.25 に示すとおりです。 

 

 

 

図 3.24 最終処分量の予測結果 

 

表 3.25 各年度における最終処分量 
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3.4. ごみ減量目標（目標値の設定） 

3.4.1. 目標値設定方針 

本計画における計画目標年度におけるごみ減量目標について、以下のとおり具体的な目標値を

設定し、ごみ減量・資源化を推進します。 

なお、本計画の基準年度は以下のとおりとします。 

 

◆計画基準年：平成 24 年度（2012 年） 

 

ごみ減量目標は、ごみ量すう勢結果及び、国・県の動向を踏まえて設定しました。減量目標に

ついては、以下の項目について設定します。 

各目標における指標の参考目標値については、表 3.26 に示すとおりです。 

 

◆ごみ排出削減目標 

①1 人 1 日当たりごみ排出量 

②1 人 1 日当たり家庭系ごみ排出量（集団回収量を除いた量） 

③事業系ごみ排出量 

◆資源化目標 

①リサイクル率 

（資源化量（直接資源化量、中間処理後資源化量、集団回収量）） 

◆最終処分目標（参考指標） 

① 終処分量 

（ 終処分率） 

 

表 3.26 各目標における指標の参考目標値 

目標 ごみ排出削減目標 資源化目標 最終処分目標

指標 
1 人 1 日当たり 

ごみ排出量 

1 人 1 日当たり 

家庭系ごみ排出量

事業系ごみ 

排出量 
リサイクル率 最終処分量 

目標値 

各ごみ排出量 

減少後の 

原単位に準拠 

して設定 

目標年度で 

－11% 

（県目標に準拠） 

目標年度で 

－26%※1 

（現行計画 

目標に準拠） 

目標年度で

30%以上※2 

（現行計画 

目標に準拠） 

ごみ排出削減

目標及び資源

化目標に準拠

して設定※3 

※1 本市の現計画において掲げている削減目標（平成 20 年度を基準として-30%）が現時点で未達成であるため、

本計画の基準年度に合わせて再設定しました。 

※2 本市の現行計画においてはリサイクル率の目標値が 30%と定められていますが、現時点で未達成であるため、

30%以上になるよう再度設定しました。 

※3本市は資源化スラグの資源化量が多く、溶融処理後の残渣からの資源化への移行は殆ど見込めないため、最終

処分量は排出量の削減分に依存することからごみ排出削減量及び資源化目標に準じる形で設定しました。 
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3.4.5. 本計画における目標年度のごみ処理フロー 

本計画において、ごみ減量目標が達成された場合の計画目標年度におけるごみ処理フローは図 

3.28 に示すとおりです。 

また、比較として、現状のまま推移した場合の目標年度と現状のごみ処理フローを図 3.29 に

示します。 

 

 

図 3.28 目標達成時（H35 年度）におけるごみ処理フロー 

 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝【参考（現状のまま推移した場合）】＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 

図 3.29 現状のまま推移した場合の目標年度（H35 年度）におけるごみ処理フロー 
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3.5. ごみ減量、リサイクルのための取組内容 

3.5.1. 取組施策 

1） 取組施策一覧 

減量目標を達成するために、基本方針の下で取組む施策の一覧を表 3.27 に示します。 

 

表 3.27 取組施策一覧 

施策の柱 施策 具体的な取組 

発生排出 

の抑制 

市民による 

発生排出抑制 

①環境配慮型ライフスタイルへの転換 

②マイバッグ運動・レジ袋対策 

③郊外型ごみ減量モデル事業 

事業者による 

発生排出抑制 

①環境配慮型事業活動の実践 

②事業活動におけるごみ発生の抑制 

③事業者における資源物の自主回収 

行政による 

発生排出抑制 

①公共施設におけるごみ減量の推進 

②グリーン商品調達の推進 

③総合的な環境教育の導入 

④ごみ処理有料化の検討 

⑤再使用の推進 

⑥ごみ減量推進委員の委嘱及びごみ減量化市民懇話会の設置 

⑦情報公開及び啓発事業の実施 

資源循環 

の促進 

分別排出の徹底 ①ごみ分別排出への協力呼びかけ 

②新たな分別区分の検討 

③廃棄物処理やリサイクルに関する実践の場の拡大 

資源循環の促進 ①紙資源リサイクル推進事業 

②ペットボトルリサイクル事業 

③生ごみ処理の検討 

④集団回収の促進 

⑤再生利用品の需要拡大事業 

適正処理 

・処分の推進 

環境配慮型ごみ処

理システムの構築 

①ごみ箱集約化推進事業 

②収集運搬体制の検討 

③リサイクル事業の民間委託 

④中間処理施設の整備充実 

⑤最終処分場の検討 

⑥適正処理困難物への対応 

⑦不法投棄対策の強化 

広域処理体制の充

実 

①ごみ処理の広域化 

②災害廃棄物処理体制の整備 
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2） 発生排出抑制のための取組 

（1） 市民による発生排出抑制 

① 環境配慮型ライフスタイルへの転換 

各家庭において、生ごみの水切りやエコクッキングの実践、生ごみ処理容器の導入等により、

一般ごみに多く含まれる厨芥類の減量を推進します。 

また、商品の購入時においては簡易包装化されている商品の購入や詰め替え可能な商品の選択

によって、容器包装廃棄物が極力発生しないように努めます。 

さらに、マイボトルやマイ箸、エコバッグの利用や再生品（トイレットペーパー等）、リターナ

ブル容器（リターナブル瓶）の選択等、環境行動の実践や環境負荷が小さい「グリーン製品・サ

ービス」を選択することにより、ごみが発生しないライフスタイルへの転換を目指します。 

 

② マイバッグ運動・レジ袋対策 

本市では、毎年、3Ｒ推進月間の 10 月 1 日から 31 日まで「環境にやさしい環境キャンペー

ン」が実施されています。本キャンペーンと連携して、マイバッグ持参等の呼びかけを行い、レ

ジ袋の削減に努めていきます。 

 

③ 郊外型ごみ減量モデル事業 

農山漁村におけるごみ排出量の削減を目指して、生ごみ処理容器（コンポスター）のモニター

を地域ぐるみで行うように支援すると同時にごみ座談会を開催してリサイクルも徹底しながら、

ごみの削減が認められた場合には収集回数の削減についても検討します。 

 

（2） 事業者による発生排出抑制 

① 環境配慮型事業活動の実践 

事業活動において、再生品（トイレットペーパー等）、リターナブル容器を優先的に使用する等、

環境負荷が小さい「グリーン製品・サービス」を選択することにより、環境配慮型事業活動の実

践を行います。 

 

② 事業活動におけるごみ発生の抑制 

事業者は原材料の選択や製造工程の工夫、流通過程における包装廃棄物の排出抑制等によって、

事業活動において発生するごみの減量に努めます。 

 

③ 事業者における資源物の自主回収 

事業者は事業活動において発生する事業系ごみについて、資源化可能なものについては極力資

源物として排出します。その際、民間のリサイクル業者やリサイクルルートを活用し、資源物の

自主回収を推進するように努めます。 
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（3） 行政による発生排出抑制 

① 公共施設におけるごみ減量の推進 

市も事業者であるという認識の下、公共施設におけるごみ減量に努め、ごみの発生排出抑制を

推進していきます。 

 

② グリーン商品調達の推進 

市が調達する物品やサービスについて、環境に配慮したグリーン商品を優先的に購入するグリ

ーン購入を推進します。また、岩手県とも連携し、住民に対して広報やホームページを活用した

グリーン商品の PR 等を図り、グリーン商品調達の促進を図ります。 

 

③ 総合的な環境教育の導入 

市民がごみ問題に関心を持ち、自らのライフスタイルを見直して、できるだけごみを出さない

ように心がけ、リサイクルに積極的に参加するように、意識啓発や情報提供を行います。 

また、これまで実施してきた各種の環境教育に加え、リサイクルセミナーやごみ減量化に関す

る学習会等について、職員による出前講座を実施し、あらゆる年代や職域において総合的な環境

教育の導入を図り、多様化する住民の学習意欲についても対応していきます。 

 

④ ごみ処理有料化の検討 

本市においても平成 21 年 4 月から「指定ごみ袋制度」を導入していますが、ごみの減量への

効果を見極めながら、「有料ごみ袋制度」や岩手沿岸南部クリーンセンターのごみ処理手数料の改

定等について、組合構成市町と検討していきます。 

 

⑤ 再使用の推進 

不要になった物を有効に活用するため、不用品交換、フリーマーケットの実施、不用品斡旋の

情報提供、ネットワークづくり等に取り組んでいきます。 

そのため、釜石市清掃工場のごみ焼却施設を撤去し、跡地に再使用する中古品・不用品の保管

に必要となるストックヤードを設置します。 

 

⑥ ごみ減量推進委員の委嘱及びごみ減量化市民懇話会の設置 

ごみの減量やリサイクルに取組むため、排出現場においてごみの出し方などについて指導・助

言、またはごみに関する市民からの軽微な相談処理機能として、平成 20 年度から実施している

ごみ減量推進員の委嘱配置を引き続き実施します。なお、ごみ減量推進委員は、市民と市とのご

みに関するパイプ役として、ごみの適正処理に大きな成果を上げています。 

また、これまで、本市のごみ減量やリサイクル推進について大きな成果を上げる一助となって

きた「釜石市ごみ減量化市民懇話会（市民や関係団体が協議し、廃棄物対策等の市政に提案して

いただくことを目的に設置）」より、市の清掃事業に対する積極的な提言を受けながら廃棄物対策

業務を推進していきます。 

★ごみ減量推進委員の平成 20 年度実績：80 団体 108 人 
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⑦ 情報公開及び啓発事業の実施 

ごみ処理は市民の日常生活や企業の事業活動によって生じる身近な問題であり、全ての関係者

が共通した認識を持つ必要があることから、これらに関する現状や問題点、課題解決に向けた方

向性、それぞれの事業者や市民団体、市の取組等について積極的に情報を公開する啓発活動を展

開します。 
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3） 資源循環の促進のための取組 

（1） 分別排出の徹底 

① ごみ分別排出への協力呼びかけ 

「ごみカレンダー」や「ごみ分別冊子」の作成・配布や、市の広報「広報かまいし」への資源

物の収集日記載等による周知活動を行い、家庭においてごみの分別排出を行うように協力を呼び

掛けていきます。 

 

② 新たな分別区分の検討 

「ペットボトル」や「白色トレイ」、「容器包装廃棄物」等、資源物として有効に利用可能なご

みについては「一般ごみ」「資源物」「粗大ごみ」に関する分別区分の改定を適宜検討し、資源循

環に寄与するように努めます。 

 

③ 廃棄物処理やリサイクルに関する実践の場の拡大 

ごみの減量化やリサイクルを進めるに際しては、直に見たり触れたり、体験することも有効な

方法であることから、総合的な学習や自治会等の研修の機会を利用して、廃棄物処理施設やリサ

イクル施設の見学、ボランティアによる不法投棄処理等の実践の機会を設けます。 

 

（2） 資源循環の促進 

① 紙資源リサイクル推進事業 

紙はごみの中でも大きなウエートを占めることから、このリサイクルを目的に大型シュレッダ

ーを購入し、特に事業所などから排出される大量の紙を裁断し再資源化を図ります。 

 

② ペットボトルリサイクル事業 

ペットボトルは、容器包装リサイクル法でも再資源化が必要とされており、沿岸南部地区では、

トップランナー方式として も分別が進んでいる区分に従うとしていることから、他市町の状況

や必要なコスト等も勘案しながら、本計画の前期 5 ヵ年中における分別収集の開始を目指します。

また、白色トレイについてもリサイクルの開始に向けて今後検討を進めていきます。 

 

③ 生ごみ処理の検討 

厨芥類等の生ごみについては、ごみ質でも約 2 割を占め、ごみ処理全体に及ぼす影響が大きい

ほか、水分を多く含んでいることから分別、収集、運搬の段階においても負荷を与えています。 

このため、当面は家庭用生ごみ処理機の導入を推進しながら減量化を図るとともに、将来的に

は生ごみのコンポスト化の検討を進めていきます。 

 

④ 集団回収の促進 

資源物分別とリサイクルの推進のため、集団資源回収に取り組む町内会や子ども会等の団体に

対して、「資源物回収事業推進奨励金」として、紙については売払い代金の 40%以内、その他資

源物については売払い代金の 30%以内の額を奨励金として交付する現行制度の継続に努めます。 
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⑤ 再生利用品の需要拡大事業 

循環型社会形成のためには、再生品等の供給面の取組みに加え、需要面からの取組が重要とな

ることから、市民、事業者及び市が一体となったリサイクル製品、エコマーク製品の利活用を目

指す協同の取組を推進します。 

また、県が実施している「岩手県産業・地域ゼロエミッション推進事業補助制度」を事業者に

紹介、申請の支援等を行い、事業者の廃棄物（産業廃棄物等）の再生処理など 3R を行う事業の

推進を図ります。 

再生処理において製品化されたものについては、「岩手県再生資源利用製品認定制度」を活用し

て、事業者の資源循環ビジネスを後押ししていきます。 
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4） 適正処理・処分の推進のための取組 

（1） 環境配慮型ごみ処理システムの構築 

① ごみ箱集約化推進事業 

戸別収集区域の削減による環境美化と収集作業員の負担軽減を図るため、「釜石市ごみ集積場の

設置等に関する要綱」に基づき、現行制度の継続に努めます。 

 

② 収集運搬体制の検討 

分別区分の変更や新たな中間処理場の稼働、高齢者世帯への「ふれあい収集」実施等への対応

について検討を行い、効率的な収集運搬体制を構築できるように努めます。 

 

③ リサイクル事業の民間委託 

現在直営で実施している缶・ビンのリサイクルについては、必要な事業費等を精査したうえで、

効率的であると判断された場合には民間へ委託します。 

また、ペットボトルなど、リサイクル品目の拡大を進めていきますが、これについてもあわせ

て民間へ委託するよう、事業費などの詳細及びメリット・デメリットを比較検討して決定します。 

 

④ 中間処理施設の整備充実 

組合や構成市町と協力し、平成 23 年 4 月から新たに稼働している「岩手沿岸南部クリーンセ

ンター」の維持管理や整備拡充に努めて、長期に渡って利用できるようにします。 

また、釜石市清掃工場については解体し、跡地利用としてストックヤードを整備して資源循環

の向上に寄与できるようにしていきます。 

 

⑤ 最終処分場の検討 

本市では 終処分場の埋立が完了しているため、組合市町との連携により 終処分量の削減に

努めるとともに、組合で管理する新たな 終処分場についても検討していきます。 

 

⑥ 適正処理困難物への対応 

適正処理困難物については、市民や事業者に排出しないように普及啓発に努め、民間の処理業

者の情報提供を行い、適正処理困難物が適正に排出・処理されるようにしていきます。 

 

⑦ 不法投棄対策の強化 

ごみの散乱防止や適正な処理に関するモラル向上のため、「広報かまいし」やチラシ等による「不

法投棄」に関する啓発活動を行います。 

また、県、事業者、市民とともにパトロールを実施する等、監視体制の強化に努めます。 
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（2） 広域処理体制の充実 

① ごみ処理の広域化 

3 市 2 町で構成する「岩手沿岸南部広域環境組合」の体制充実を図るとともに、国や県、他市

町村とのごみの広域処理体制の検討や情報交換をしていきます。 

 

② 災害廃棄物処理体制の整備 

大規模災害発生時の災害廃棄物の処理体制等について、組合や構成市町と連携を深めるととも

に、国や県に対しても協力を依頼できるような体制の整備を目指します。 
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3.6. ごみの排出の抑制のための方策に関する事項（発生排出抑制計画） 

3.6.1. ごみ処理の主体 

本計画では、廃棄物処理法に従って、区域内で発生する一般廃棄物について表 3.28 のとおり

に処理の主体を定め、生活環境の保全上に支障が生じないように収集・運搬し、中間処理及び

終処分を行うこととします。 

 

表 3.28 ごみ処理の主体 

区 分 排出 収集・運搬 中間処理 最終処分

収
集 

一般ごみ 市民 市 

市 

（岩手沿岸南部広域環境組合） 

市 

資源物 市民 市 - 

粗大ごみ 市民 市 市 

自
己
搬
入 

一般ごみ 市民 許可業者・市民 市 

資源物 市民 許可業者・市民 - 

粗大ごみ 市民 許可業者・市民 市 

事業系ごみ 事業者 事業者 市 
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3.6.2. 各主体の役割 

1） 市民の役割 

市民は、ごみの排出者であるという認識の下、自らのライフスタイルを見直し、ごみの排出量

を減らしていくことに努めます。併せて、再使用や再生利用にも努め、ごみに関する問題に理解

を深めていくとともに、「資源循環都市・かまいし」の実現のための取組に積極的に参加・協力し

ます。 

 

発生排出を抑制するための行動 

市 
 

民 

○ごみが発生しないようにするための行動 

・本当に必要な商品のみを必要な量だけ購入します。 

・繰り返し使用可能なもの、耐久性のある商品を選択し購入します。 

・簡易包装の商品を購入します。 

・マイバッグを持参し、レジ袋はなるべく使用しないようにします。 

・環境配慮企業の製品やリサイクル協力店を選択します。 

・リサイクル商品など、グリーン購入対象商品を購入します。 

○ごみを排出しないようにするための行動 

・最後まで徹底して使用します。 

・修理可能なものは修理して使用します。 

・周囲の人に再利用してもらいます。 

・フリーマーケットやリサイクルショップを利用します。 

・生ごみについて、コンポスト容器や電動生ごみ処理機を利用します。 

○ごみを排出するときの行動 

・指定ごみ袋を利用し、住所・氏名を記入します。 

・生ごみは水切りを行ってから排出します。 

・市のごみ分別区分に従って、適正に排出します。 

・市や市民団体等が実施するごみ減量やリサイクルに関する活動に参加します。 

・自主的なリサイクル活動に取り組みます。 
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2） 事業者の役割 

事業者は、事業活動によって発生したごみを自らの責任で適正に処理するだけでなく、分別を

徹底し、自主的なリサイクル活動に努めます。 

また、循環型社会の構築に向けた事業にも積極的に参加します。 

 

発生排出を抑制するための行動 

事 

業 

者 

○ごみが発生しないようにするための行動 

・ごみになりにくく、リサイクルや処分がし易い商品を製造・販売します。 

・繰返し使用可能な商品、耐久性のある商品等の開発・生産・販売に努めます。 

・減量や製造工程の改良によって、生産過程に発生するごみの減量に努めます。 

・環境負荷の高い商品は可能な限り製造、販売を行いません。 

・製品の包装や梱包の簡素化を進めます。 

・製品を長く利用できるような体制を整備します。 

・原材料にできるだけリサイクル資源を利用します。 

・製品の製造、販売、流通の各段階でも、環境負荷の低減に努めます。 

○ごみを排出しないようにするための行動 

・自らの責任で適正に処理します。 

・資源のリサイクルに努めます。 

・適正な保管場所、排出場所、処理・処分先を確保します。 

○ごみを排出するときの行動 

・市のごみ排出、受入基準を遵守します。 

・産業廃棄物と一般廃棄物の区分を遵守します。 

・事業所全体でごみの分別、リサイクルなどの環境問題に取り組みます。 

・市や関係団体が実施するごみ減量やリサイクルに関する事業に参加します。 

・リサイクル協力店に加入して、容器包装類（紙パックや白色トレイ等）の自主回収に取

り組みます。 
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3） 市の役割 

市は、市民や事業者のごみの発生抑制、再使用、再生利用に向けた活動が円滑に行われるよう、

「資源循環都市・かまいし」の実現ができるような仕組みづくりに積極的に取り組みます。 

また、市も自らがごみ排出者であるということを認識し、グリーン購入の推進や事業系ごみの

分別と減量に取り組みます。 

 

発生排出を抑制するための行動 

市 

○ごみが発生しないようにするための行動 

・市民・事業者・市の協力体制づくりを行います。 

・市民や事業者に対する情報提供や啓発活動を行います。 

・小中学校において環境教育に取り組みます。 

・市民や事業者のごみ減量、リサイクル活動を支援します。 

・不法投棄への対応を行います。 

・市庁舎等の公共施設におけるごみ減量に努めます。 

○ごみを排出しないようにするための行動 

・最後まで徹底して使用します。 

・修理可能なものは修理して使用します。 

・資源のリサイクルに努めます。 

・適正な保管場所、排出場所、処理・処分先を確保します。 

○ごみを排出するときの行動 

・指定ごみ袋の利用について、周知活動を行います。 

・ごみの分別や排出方法についての指導を徹底します。 

・効率的で経済的な収集体制を構築します。 
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3.7. 分別して収集するものとしたごみの種類及び分別の区分 

3.7.1. ごみの分別区分 

平成 23 年 4 月に岩手沿岸南部クリーンセンターでの処理を開始して以降、本市におけるごみ

の分別区分は、表 3.29 の分別区分に基づき排出していくことを目標としています。 

本計画においても、組合の分別区分に沿って排出されるように市民・事業者の方に情報発信を

推進していきます。 

 

表 3.29 沿岸南部地区の目標とする分別収集区分 

区 分 分 別 内 容 

①燃えるごみ 生ごみ、紙くず、ポリ容器類、ゴム・プラスチック・皮革製品、陶磁器、ガラス・コップ、

乾電池、電球、ふとん、じゅうたん、マットレス、木くず、紙おむつ、庭木・木くず、革・

ゴム製ぐつ、焼き鳥の串、ビニール・プラスチック系おもちゃ、ベルト、ラップ類、パッ

ク類、アルミ箔、卵・イチゴ・豆腐のパック、貝殻、使い捨てカイロ、吸いがら、灰、蛍

光管、カセットテープ類、燃えがら、ビニール製品、下着・靴下・服、ぬいぐるみ、衛

生用品、ペット用トイレ砂、ライター、ビンの栓・ふたなど 

②燃えないごみ せともの類、チャイルドシート、カイロなど 

リ
サ
イ
ク
ル
さ
れ
る
ご
み 

缶類 ビール缶、ジュース缶、コーヒー缶、缶詰の缶、菓子缶・ミルク缶、一斗缶など 

（③スチール缶と④アルミ缶に分けて） 

ビン類 ドリンクビン、ジュースビン、ワインビン、洋酒ビン、調味料ビン、化粧品のビンなど 

（⑤透明ビン、⑥茶色ビン、⑦その他のビンに分けて） 

紙類 ⑧新聞、⑨雑誌、⑩チラシ、⑪紙パック、⑫段ボール、⑬雑紙 

（その他の紙容器について検討する） 

⑭ペットボトル 釜石市･大船渡地区は、27 年度からの実施を検討する 

⑮白色トレイ 釜石市･大船渡地区･陸前高田市は、28 年度からの実施を検討する 

⑯小型家電製

品類 

アイロン、扇風機、掃除機、ラジカセ、ビデオデッキ、ポット、ホーロー加工品、照明

器具など 

⑰金属類 金属製の食器、なべ、フライパン、ホーロー製品など 

⑱粗大ごみ ベッド、ソファー、たんす、洗面化粧台、テーブル、食器棚、流し台、木製ベッド、パイ

プベッド、学習机・椅子など大型家具、物干しざお、ブラインド、スキー板、脚立、照

明器具、給湯機、反射式ストーブ、トタン、ガスレンジ、草刈機、健康器具（ぶらさが

り健康器、ルームランナーなど）、ファンヒーター、ズボンプレッサー、オルガン、足ふ

みミシン、スピーカー、電気こたつ、編み機、大型電気製品、乳母車、一輪車、自転

車、滑り台、大型遊具、トタン・パイプ等の金属品など 

その他のごみ 土砂、コンクリート片、石膏ボードなどは建設廃棄物に類することから業者依頼を基

本とする 

※沿岸南部地域循環型社会形成推進地域計画に基づき改定を加えて作成
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3.8. ごみの適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

3.8.1. 収集運搬計画 

収集運搬については、現在の収集運搬体制を継続しますが、効率化を図るための体制について

継続的に見直します。 

また、１世帯あたりの家族数の少ない地域においては、随時「郊外型ごみ減量化モデル事業」

を実施し、その状況を把握しながら、収集回数の増減についても検討していきます。 

なお、依然として一部の地域では個別の住宅前にポリ容器を設置する等して戸別収集せざるを

得ない状況であることから、地域の環境美化及び地域のコミュニケーション活動を活発化するた

めにも、「ごみ箱集約化推進事業」を継続します。 

 

1） 収集区域 

ごみ処理基本計画の対象区域である市全域とします。 

 

2） 分別区分ごとの収集方法 

家庭系ごみの収集方法は、分別区分ごとに以下に示す方式で収集運搬業者に委託して行います。

事業系ごみは、排出する事業者が直接搬入するか、または事業者から委託された収集運搬業者が

行います。 

 

表 3.30 分別区分ごとの収集方法 

区分 収集頻度 収集方法 備考 

一般ごみ 

（指定ごみ袋）
2 回/週 ステーション方式 橋野地区は 1 回/週 

資源物 2 回/月 ステーション方式 
燃えないごみ＋ 

リサイクルされるごみ 

粗大ごみ 1 回/週 
電話申込みによる 

ステーション方式 
 

その他のごみ 随時 
戸別収集または 

直接搬入 

一斉清掃ごみ、災害廃

棄物、犬・猫処理 

 

3） 収集運搬体制 

現在、市内で排出されるごみの収集運搬については、許可業者（収集運搬業者）が行っていま

す。本市では、今後も人口減少が続いていくものと見込まれますが、許可業者の役割については

現状の状況で進めていくこととします。 

 

  



64 
 

3.8.2. 中間処理計画 

中間処理計画については、組合と協力し岩手沿岸南部クリーンセンターの維持管理を図ること

により、効率的な処理を実施できるように努めます。 

同センターで溶融処理した後に発生するスラグは資源化し、集塵ダストについては 終処分を

行います。 

また、本計画における各廃棄物の中間処理計画を以下のとおり定めます。 

 

1） 一般ごみ（直接搬入の場合は燃えるごみ、燃えないごみに分別） 

市内で排出される一般ごみについては岩手沿岸南部クリーンセンターに搬入し、溶融処理を行

います。 

なお、同センターに直接搬入する場合は市民・事業者に対して、分別区分についての指導を行

っていきます。 

 

2） 資源物 

市内で排出される資源物については、現状の①委託による収集・処理、②ごみ処理施設への直

接搬入、③集団回収を継続し、資源化を行って行きます。 

新たに分別回収をする予定のペットボトルについては、釜石市清掃工場の跡地に整備するスト

ックヤードを活用し、資源化量の拡大を図っていきます。 

 

3） 粗大ごみ 

市内で排出される粗大ごみについては、大型のものは委託業者が破砕・選別処理を行い、有価

物として回収可能なものは資源化し、有価物以外は岩手沿岸南部クリーンセンターで溶融処理し

ます。それ以外については、岩手沿岸南部クリーンセンターに搬入し、破砕・溶融処理を行いま

す。 
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3.8.3. 最終処分計画 

本市では既に 終処分場の埋立を完了しています。このため、岩手沿岸南部クリーンセンター

における溶融処理後の処理後残渣（集塵ダスト）の本市発生分は現在のところ、大槌町一般廃棄

物 終処分場において処理されています。 

溶融処理後の処理後残渣については、重金属類（Pb、Zn、Cd、Hg 等）を高濃度に含む集塵

ダストが大部分であるため、非鉄精錬業との連携による山元還元（精錬原料としての再利用）の

可能性について検討し、 終処分量の削減を推進していきます。 

また、平成 23 年度から広域処理が開始されたため、埋立処分をしなければならない処理後残

渣については、当面の間、他の組合構成市町の有する 終処分場を利用することで協議を進めて

いきます。 

将来的には、組合構成市町の 終処分場の埋立が完了した時点で、新たな 終処分場を整備す

ることになっていますが、別途残余年数を比較検討した上で広域による整備も検討することとし

ています。 

なお、本市としては、新たな 終処分場は整備しない方針です。 
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3.9. ごみ処理施設の整備等のための取組内容 

3.9.1. 釜石市清掃工場の跡地利用 

1） 清掃工場の現状と解体 

釜石市清掃工場は、昭和 54 年に稼動を開始して 30 年以上を経過したことによって老朽化が

著しく、存置すると環境上の面からも危険性があります。このため、平成 23 年 3 月に運転を終

了した後速やかにこれを解体・撤去する予定（平成 23 年 1 月運転停止）でしたが、平成 24 年

2 月から東日本大震災により発生した災害廃棄物（可燃物）について、地元住民との協定に基づ

き、災害廃棄物処理施設として災害廃棄物の早期処理のため溶融処理を行っています。災害廃棄

物の処理が完了した後は、解体することとします。 

なお、解体する際には、清掃工場が運転を停止すると現在炉内噴霧などの方法で行っている排

水処理が不可能となるため、新たに浄化槽の設置工事を実施するほか、現在特別高圧で受電して

いる電気の切り替え、水道の切り替え工事も行って缶やビンなどのリサイクルは継続します。 

 

表 3.31 釜石市清掃工場の概要 

 

 

図 3.30 釜石市清掃工場の外観 

  

施設の名称 釜石市清掃工場

処理能力 109トン/日（54.5トン/日×2炉）

処理方式 ガス化・高温溶融一体方式

敷地面積 約15,000m2

建築面積 約2,300m2

昭和54年9月から平成23年1月まで

平成24年2月から災害廃棄物処理施設として稼働
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（2） 施設の規模 

【ペットボトル】 

処理量/年 ：136 トン 

必要保管能力/月 ：11 トン 

圧縮成型品寸法：400(W)×300(H)×600(L) 

圧縮成型品数量：850 個/月（3,333 m2） 

必要面積：約 90 m2 

 

【白色トレイ】 

処理量/年 ：7 トン 

必要保管能力/月 ：0.6 トン 

必要面積：約 90 m2 

必要面積合計：約 180 m2 

 

（3） その他必要な資機材 

【ペットボトル減容梱包機】 

収集されたペットボトルはコンベアに乗せ、不適物などを手作業で取り除き、圧縮梱包機で減

容・梱包して容器包装リサイクル法に定めた一定の基準を満たす指定事業者へ引き渡します。 

 

【その他】 

カレットの積み出し作業時等に必要なショベルローダーは、平成 9 年に購入したもので老朽化

が著しいことから新たに購入する必要があります。 

 

（4） 施設の運営体制 

本施設の運営は、これまで直営で実施してきましたが、今後は民間委託を基本としながらも、

一部民間委託、直営の 3 通りの手法について検討します。 
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3.10. その他ごみ処理に関する必要事項 

3.10.1. 広域処理体制の充実 

近年、清掃事業の効率化を図るため、複数市町村が一部事務組合や広域行政組合を設立し、ご

み処理広域体制を構築する機運が高まってきています。 

本市においても、平成 23 年 4 月から 3 市 2 町で構成する組合の岩手沿岸南部クリーンセン

ターが稼働し、本市をはじめとして組合構成市町から発生するごみの中間処理を開始しています。 

今後は組合における更なる広域処理体制の充実を図り、同センターを活かしたリサイクル率の

向上（不燃・粗大ごみからの鉄・非鉄金属の回収等）や集塵ダストの全量処理による 終処分場

の延命化を目指していきます。 

また、組合以外にも、岩手県や周辺市町村と清掃行政に関連する情報交換を行い、災害発生な

どの緊急時における協力体制の整備を行っていきます。 

 

3.10.2. 災害廃棄物対策 

災害により発生した廃棄物は、基本的に一般廃棄物として既存の人員、機材、処理施設で生活

環境や公衆衛生に支障のない範囲で迅速に処理します。 

本市においては、東日本大震災時に発生した災害廃棄物は釜石市清掃工場を中心に処理しまし

たが、今後は同施設を取り壊すため、組合だけでなく岩手県や他市町村とも連携可能な災害廃棄

物処理体制の構築を目指します。 

 

3.10.3. 適正処理困難物への対処 

本市や組合の処理施設で処理が困難となる適正処理困難物については、国、県、民間事業者と

協力して処理体制の整備を図っていきます。 

また、適正処理困難物が発生しないように普及啓発や指導を行っていきます。 

 

3.10.4. 不法投棄対策 

不法投棄については、地域の快適な生活環境の妨げになるため、「不法投棄をしない、させない、

許さない」を基本に総合的な施策・事業の推進による良好な生活環境の保全を推進します。 

具体的には、不法投棄多発地区においては重点的にパトロールを行うことによる監視強化や普

及啓発を実施していきます。 
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4. 生活排水処理基本計画 

4.1. 生活排水処理の現状 

4.1.1. 生活排水の排出状況 

本市の家庭・事業所等から排出される生活排水は図 4.1 に示すフローで処理されています。こ

の内、し尿については図 4.1 のフローに沿って適切な処理がなされていますが、家庭の台所や風

呂から排出される生活雑排水については、単独処理浄化槽とし尿くみ取り槽設置世帯（汚水衛生

未処理区域）からは未処理のまま公共用水域に排出されている状況となっています。 

 

 

図 4.1 生活排水の排出と処理の形態 
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4.1.2. 生活排水処理形態別人口 

本市の生活排水処理形態別人口の推移は表 4.1 及び図 4.2 に示すとおりです。平成 22 年度

は東日本大震災の影響により処理形態別人口の把握が困難であるため、総人口で表記します。 

本市においては合併処理浄化槽人口が増加傾向にあり、平成 24 年度では 8,588 人と計画処理

区域内人口の 23.1％を占めています。一方で、水洗化・生活雑排水未処理人口（単独処理浄化槽）

及び非水洗化人口（し尿くみ取り）は減少傾向を示しており、合併処理浄化槽への転換が進展し

ていることを鑑みて、今後も減少傾向が続くと見込まれます。 

 

表 4.1 処理形態別人口の推移 

 

※汚水衛生処理率（%）＝水洗化・生活雑排水処理人口÷計画処理区域内人口×100 

 

図 4.2 処理形態別人口の推移 

  

H20 H21 H22 H23 H24

計画処理区域内人口 人 41,161 40,474 39,592 37,639 37,161

水洗化・生活雑排水処理人口 人 23,591 23,412 - 25,103 26,602

コミュニティ・プラント 人 0 0 - 0 0

合併処理浄化槽 人 4,231 3,865 - 7,414 8,588

公共下水道 人 18,635 18,780 - 17,088 17,387

農・漁業集落排水施設 人 725 767 - 601 627

人 3,014 2,094 - 1,076 976

人 14,556 14,968 - 11,460 9,583

計画処理区域外人口 人 0 0 - 0 0

汚水衛生処理率
※ ％ 57.3 57.8 - 66.7 71.6
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4.1.3. 生活排水処理施設の状況 

1） 公共下水道（大平下水処理場、上平田下水処理場） 

本市の公共下水道は昭和 32 年に雨水の排除を主目的にして事業着手され、事業変更を経て、

大平処理区（大平下水処理場）で昭和 53 年、上平田処理区（上平田下水処理場）で昭和 55 年

から処理を開始しています。 

また、市内には 3 ヵ所の汚水中継ポンプ場と 25 ヵ所のマンホールポンプ設備、2 ヵ所の雨水

排水ポンプ場が配置されています。 

 

表 4.2 公共下水道施設の概要 

 

 

2） 農業集落排水施設及び漁業集落排水施設 

本市では、公共下水道区域外の人口密集地域においては農業集落排水施設や漁業集落排水施設

を整備し、生活排水の処理を行っています。 

市内では現在 1 ヵ所の処理場が稼働しており、平成 20 年度に栗林地区で農業集落排水施設の

供用が開始されています。また、唐丹地区において漁業集落排水施設の整備を進めており、平成

28 年度からの供用開始を予定しています。 

 

表 4.3 農・漁業集落排水施設の概要 

 

 

  

施設名称 大平下水処理場 上平田下水処理場

所在地 岩手県釜石市大平町4-2-20 岩手県釜石市平田第２地割

用地面積 19,630m2 3,340m2

処理区面積 514 ha （H21実績） 26 ha （H21実績）

処理人口 21,344人 （H21実績） 1,642人 （H21実績）

処理能力日最大 17,200 m3/日 （H21実績） 672 m3/日 （H21実績）

排除方式 分流・一部合流 分流

処理方式 標準活性汚泥法 標準活性汚泥法

施設名称 栗林処理場（農集）

所在地 釜石市栗林地区

用地面積 1,633m2

処理区面積 18.6 ha （H21実績）

処理人口 750人 （H21実績）

処理能力日最大 196 m3/日 （H21実績）

排除方式 分流

処理方式 浄化槽
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3） し尿・浄化槽汚泥処理施設（釜石・大槌汚泥再生処理センター） 

本市のし尿・浄化槽汚泥の処理施設は「釜石大槌地域循環型社会形成推進地域計画（平成 17

年 6 月）」に基づき整備された「釜石・大槌汚泥再生処理センター」です。 

本施設では、本市と大槌町から発生したし尿、浄化槽汚泥に加えて、農業集落排水汚泥も処理

しています（唐丹処理場供用開始後は漁業集落排水汚泥も処理予定）。 

処理能力は 85 kL/日であり、膜分離高負荷脱窒素処理方式＋高度処理を行い、処理水は公共

用水域（二級河川甲子川）へ放流しています。 

処理の過程で発生した汚泥は、脱水・間接加熱して有機肥料「し尿汚泥肥料（咲土がえり）」を

製造し、地域住民に無償で配布しています。 

 

 

表 4.4 釜石・大槌汚泥再生処理センターの概要 

 

 

図 4.3 釜石・大槌汚泥再生処理センター 処理フロー 

（出典）釜石市ＨＰ 

 

  

施設名称 釜石・大槌汚泥再生処理センター

所在地 岩手県釜石市甲子町第10地割498番地

敷地面積 4,500 m2

延床面積 2558.15 m2

処理能力
処理能力　85kL/日（生し尿67kL、浄化槽汚泥17kL、
　　　　　　　　　　　　　　　　　農・漁業集落排水汚泥1kL）

水処理：膜分離高負荷脱窒素処理方式＋高度処理

汚泥処理：汚泥熱分解方式

稼働年月 平成19年4月

処理方式
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4.1.4. 生活排水の処理主体と処理体制の状況 

1） 処理主体と処理体制 

本市の生活排水の処理主体は表 4.5 に示すとおりです。公共下水道及び農・漁業集落排水施設

は市が運営する施設ですが、くみ取りし尿と浄化槽汚泥を処理する汚泥再生センター（し尿処理

施設）は本市と大槌町で構成する「釜石大槌地区行政事務組合（以下、「事務組合」と記す。）」に

より運営されています。 

 

表 4.5 生活排水の処理主体 

生活排水処理施設 対象生活排水 処理主体 

公共下水道 し尿及び生活雑排水 市 

農・漁業集落排水施設 し尿及び生活雑排水 市 

合併処理浄化槽 し尿及び生活雑排水 個人等 

単独処理浄化槽 し尿 個人等 

汚泥再生処理センター し尿及び浄化槽汚泥 釜石大槌地区行政事務組合 
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2） 収集運搬状況 

（1） 収集区域 

し尿及び浄化槽汚泥の収集区域は、本市全域（組合構成市町全域）です。 

 

（2） 収集運搬方法 

① 収集対象 

収集運搬の対象は以下のとおりです。 

し尿及び浄化槽汚泥（農・漁業集落排水施設から発生する汚泥を含む） 

 

② 収集運搬実施体制 

し尿及び浄化槽汚泥はともに許可方式により収集されており、コールオン方式となっています。 

 

③ 収集料金 

し尿及び浄化槽汚泥の収集料金は、以下のとおりです。 

    ・釜石市：180 L まで 1,270 円（平成 26 年 3 月まで） 

           〃   1,300 円（平成 26 年 4 月以降） 

         180 L を超えた場合 18 L ごとに 127 円を加算（平成 26 年 3 月まで） 

                  〃      130 円を加算（平成 26 年 4 月以降） 

（参考）・大槌町：18 L 当たり 102 円 

 

④ 収集業者と収集機材 

本市（及び事務組合構成市町）で発生するし尿及び浄化槽汚泥はバキューム車によって収集さ

れています。 

なお、収集業者と収集機材については、表 4.6 に示すとおりです。 

 

表 4.6 収集業者と収集機材 

業者名 住所 
収集運搬車両（台） 

1.8 kL 3.3 kL 3.6 kL 6.7 kL 

釜石清掃企業（株） 釜石市甲子町 10-736-1 2 2 5  

大安衛生社 大槌町安渡 3-5-2   2 1 

大槌衛生社 大槌町小槌 14-60 1  1  

計 3 2 8 1 
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4.1.5. し尿・汚泥の処理状況 

本市で発生したし尿・浄化槽汚泥は、釜石・大槌汚泥再生処理センターで再生処理を行ってい

ます。なお、本センターでは、農業集落排水施設やから発生した汚泥も処理しています。 

 

1） し尿・汚泥の処理フロー 

本市の平成 24 年度における生活排水及びし尿・汚泥処理フローは図 4.4 に示すとおりです。

計画処理区域内人口（総人口）の内、26,602 人（71.6％）が汚水衛生処理人口であり、生活雑

排水とし尿を処理しています。この内、46.8％が公共下水道人口と も多く、次いで合併処理浄

化槽等となっています。一方で、汚水衛生未処理人口は 28.4％となっており、大半を非水洗化人

口（し尿くみ取り）が占めています。 

 

 

図 4.4 生活排水及びし尿・浄化槽汚泥処理フロー（平成 24 年度） 

 

  

(25.8%)

10,559 人
(28.4%） 非水洗化人口 し尿発生量

9,583 人 12,331 kl/年

(23.1%）

単独処理浄化槽

976 人
汚水衛生未処理人口 (2.6%）

37,161 人 8,588 人 5,776 kl/年

公共下水道

17,387 人
(46.8%）

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

26,602 人 627 人
(71.6%） (1.7%）

総人口 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量
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2） し尿・汚泥の処理実績 

本市のし尿・浄化槽汚泥量の推移は表 4.7 に示すとおりです。くみ取りし尿量は減少していま

すが、浄化槽汚泥量は増加傾向となっています。 

し尿・浄化槽汚泥の発生原単位については、し尿・浄化槽汚泥ともに上昇傾向を示しています。

全国的にもし尿・浄化槽汚泥の発生原単位は上昇していますが、本市でも同様の傾向が表れてい

ます。 

 

表 4.7 し尿・浄化槽汚泥量の推移 

 

 

  

図 4.5 し尿・浄化槽汚泥量の推移 

＊し尿・浄化槽汚泥量は浄化槽汚泥量に農業集落排水処理施設から発生する汚泥を含んだ数値です。 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24

し尿浄化槽汚泥量 kL/年 20,621 20,152 19,163 17,780 18,107

くみ取りし尿量 kL/年 16,823 16,355 16,004 12,284 12,331

浄化槽汚泥量 kL/年 3,798 3,797 3,159 5,496 5,776

し尿・浄化槽汚泥発生原単位 L/人日 2.51 2.54 - 2.37 2.51

くみ取りし尿排出原単位 L/人日 3.17 2.99 - 2.94 3.53

浄化槽汚泥排出原単位 L/人日 1.31 1.55 - 1.66 1.55
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3） 生活排水処理に係る今後の課題 

（1） 公共下水道の整備（接続）推進 

東日本大震災の影響で本市の公共下水道も大きな被害を受けました。現在、公共下水道を再度

整備していくための計画が進展しています。 

市街地においては、公共下水道の整備を進めていくととともに、下水道への接続率（下水道接

続人口÷下水道整備人口）を向上させるための普及啓発、指導を継続して実施していく必要があ

ります。 

 

（2） 合併処理浄化槽への転換 

本市においては、汚水衛生未処理率人口が10,559人と計画処理区域内人口（総人口）の28.4%

を占めています。 

し尿くみ取りや単独処理浄化槽による処理が行われている世帯では、生活雑排水の処理がなさ

れていないため、公共用水域の水質悪化の一因にもなります。 

このため、下水道整備区域以外のし尿くみ取り世帯や単独処理浄化槽設置世帯に対して、合併

処理浄化槽への転換を行ってもらうように普及啓発、指導を継続して実施していく必要がありま

す。 

 

（3） 汚泥再生処理センターの維持管理及び充実 

本市で発生するし尿及び浄化槽汚泥は平成 19 年に供用を開始した釜石・大槌汚泥再生処理セ

ンターにおいて処理されています。 

今後は、同センターの維持管理により可能な限り長期間処理能力を維持できるようにしていく

必要があります。 

同時に、食品廃棄物等の他の有機性廃棄物の同時処理も検討し、汚泥再生処理センターとして

の機能を 大限引き出せるように、事務組合と協力していく必要があります。 
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4.1.6. 水環境及び水質保全に関する状況等 

1） 水域類型と環境基準測定地点 

本市周辺（岩手県沿岸南部地域）の公共用水域における水域類型と環境基準測定地点は図 4.6

及び表 4.8 に示すとおりです。 

本市では、大槌湾水域、釜石湾水域及び唐丹湾水域の 3 水域があり、全てＡ類型となっていま

す。また、大槌湾水域では鵜住居川が河川として AA 類型、釜石湾水域では、甲子川、小川川、

水海川が河川としてＡ類型で定められています。唐丹湾水域では、片岸川、熊野川がＡＡ類型と

して定められています。 

それぞれの類型について環境基準地点が設けられており、これらについては図 4.6 に示すとお

りです。 

 

 

 

 

図 4.6 岩手県沿岸南部地域の公共用水域における水域類型と環境基準測定地点 

（出典）平成 23 年度 公共用水域水質 地下水質 大気汚染状況 ダイオキシン類 達成状況，岩手県 
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表 4.8 釜石市の公共用水域に係る水質環境基準の指定状況 

 

 

2） 水質環境基準達成状況 

本市の公共用水域の水質環境基準達成状況を以下に整理します。また、各基準点の測定点にお

ける水質は表 4.9 に示すとおりです（ 小値～ 大値で表記）。 

① BOD（COD）については、本市の全環境基準地点で基準値を達成しています。 

② 海域においてⅡ類型に指定されている釜石湾（甲）と大槌湾における全窒素・全燐に係る

環境基準は全環境基準地点において基準値を達成しています。 

 

表 4.9 釜石市の公共用水域内環境基準点における水質 

 

（出典）平成 23 年度 公共用水域水質 地下水質 大気汚染状況 ダイオキシン類 達成状況，岩手県

指定年月日 指定類型 指定年月日 指定類型 指定年月日 指定類型

H5.3.23 A類型 未指定 -

H5.3.23 B類型 未指定 -

S48.2.27 Ａ類型 未指定 -

H18.3.3 ＡＡ類型 未指定 -

S51.3.30 ＡＡ類型 未指定 -

S51.3.30 ＡＡ類型 未指定 -

（甲） H12.3.14 Ａ類型 H12.3.14 Ⅱ類型 未指定 -

（乙） H12.3.14 Ａ類型 未指定 - 未指定 -

S50.3.25 Ａ類型 H10.5.1 Ⅱ類型 未指定 -

S51.3.30 Ａ類型 未指定 - 未指定 -

海
　
域

釜

石

湾
S46.12.28

大槌湾

唐丹湾

生活環境の保全に関する環境基準

水質汚濁に係る
環境基準

全窒素・全燐に係る
環境基準

全亜鉛に係る
環境基準

水域名
人の健康の
保護に関す
る環境基準

河
　
川

甲子川

S46.12.28

小川川

水海川

鵜住居川

片岸川

熊野川

※河川は適用されない

大渡橋 7.3～7.8 8.8～12 <0.5～0.9 - <1～2 0.52～1.7 0.016～0.053 <0.001～0.004

坪内橋 7.6～7.8 9.6～14 <0.5～<0.5 - <１～1 - - -

矢の浦橋 7.6～8.1 8.5～11 <0.5～0.5 0.7～1.6 <1～3 0.68～0.90 0.020～0.083 0.003～0.013

日向ダム流入前 7.4～7.8 10～14 0.5～1.5 - <１～1 <0.05～0.29 0.011～0.021 -

L-16 6.8～8.4 <0.5～13 <0.5～2.1 0.6～6.1 <1～10 <0.05～0.33 0.008～0.021 -
日向ダム直下 7.4～7.8 9.3～14 0.7～1.9 - <1～5 0.06～0.34 0.008～0.022 -
小佐野橋 7.6～8.2 9.3～14 <0.5～1.1 - <1～2 - - <0.001～0.002
女遊橋 7.4～7.5 9.2～13 <0.5～1.2 - <1～<1 - - <0.001～0.009

長持橋 7.4～7.8 9.3～13 <0.5～0.7 - <1～3 - - <0.001～0.001

鵜片橋 7.2～7.3 9.6～12 <0.5～0.7 0.9～1.5 <1～1 0.56～0.70 0.008～0.021 -
片岸橋 7.2～7.5 8.8～13 <0.5～<0.5 0.7～1.8 <1～1 0.23～0.68 0.007～0.028 <0.001～0.003
下荒川橋 7.1～7.5 9.1～14 <0.5～<0.5 - <1～1 - - 0.001～0.009

S-15 8.2～8.3 7.8～10 - 0.6～1.3 - 0.11～0.24 0.014～0.029 -

S-16 8.2～8.4 7.9～10 - 0.8～1.3 - 0.15～0.20 0.013～0.026 -
S-17 8.2～8.4 7.9～10 - 0.5～1.2 - 0.07～0.23 0.013～0.022 -
S-18 8.2～8.4 8.1～10 - 0.6～1.5 - 0.10～0.22 0.017～0.018 -
S-37 8.3～8.4 8.1～8.8 - 0.7～1.4 - 0.11～0.18 0.012～0.021 -
S-19 8.3～8.4 8.1～8.7 - 0.9～1.1 - 0.14～0.29 0.017～0.022 -
S-20 8.3～8.4 8.2～8.7 - 0.8～1.4 - 0.08～0.11 0.018～0.021 -

S-12 8.2～8.4 7.3～8.9 - 1.2～1.4 - 0.16～0.18 0.011～0.012 -

S-13 8.3～8.4 7.5～8.5 - 1.3～1.5 - 0.18～0.27 0.009～0.026 -
S-14 8.3～8.4 7.6～8.5 - 1.1～1.7 - 0.14～0.14 0.009～0.029 -

S-21 8.4～8.4 8.4～9.5 - <0.5～1.3 - 0.07～0.10 0.011～0.013 -

S-22 8.4～8.4 8.2～9.6 - <0.5～0.7 - 0.09～0.14 0.009～0.012 -

全窒素
（mg/L)

全燐
（mg/L)

全亜鉛
（mg/L)

pH
DO

（mg/L)
BOD

（mg/L)
COD

（mg/L)
SS

（mg/L)

（甲）

（乙）

釜
石
湾

大槌湾

唐丹湾

海
　
域

水域名 地点名

甲子川

小川川

河
　
川

水海川

片岸川
熊野川

鵜住居川
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4.2. 将来予測 

4.2.1. 人口の将来予測 

本計画における目標年度の人口は、ごみ処理基本計画と同様に社人研の人口推計値を採用し、

表 4.10 に示すとおり決定しました。 

計画処理区域内人口（総人口）は中間目標年（H30 年度）で 33,560 人、計画目標年（H35

年度）で 30,600 人と推定されます。 

なお、次項以降の各処理形態別人口の将来予測は本市の公共下水道認可計画に基づき設定する

ものとします。 

 

表 4.10 各年度における人口 

 

 

  

H24年度
（実績）

H30年度
（中間目標）

H35年度
（計画目標）

人 37,161 33,560 30,600

年度

計画処理区域内人口（総人口）
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4.2.2. 公共下水道人口の将来予測 

本市では、大平処理区と上平田処理区が公共下水道区域として整備を進めています。本市にお

ける公共下水道人口の将来予測結果は、表 4.11 及び図 4.7 に示すとおりです。 

今後、両処理区域内においても人口は減少していくことが見込まれますが、本市では、今後も

両処理区内の下水道整備を進めていく方針で、下水道整備の進展によって接続人口は増加し、公

共下水道接続率は上昇していくことが推定されます。 

また、東日本大震災で被害を受けた鵜住居地区、片岸地区、平田地区においては復興整備計画

にあわせて、下水道事業に着手していく予定となっています。 

なお、公共下水道接続率は中間目標年（H30 年度）で 81.3%、計画目標年（H35 年度）で

84.4%が見込まれ、公共下水道人口（接続）は 16,190 人（H30 年度）、14,995 人（H35 年

度）と推定されます。 

 

表 4.11 公共下水道人口の予測結果 

 

 

 

図 4.7 公共下水道接続人口の予測結果 

 

H24
（実績）
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大平処理区 人 20,674 20,274 19,874 19,474 19,074 18,674 18,274 17,874 17,474 17,054 16,634 16,214

上平田処理区 人 1,770 1,750 1,730 1,710 1,690 1,670 1,650 1,630 1,610 1,590 1,570 1,550
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大平処理区 人 15,617 15,451 15,280 15,103 14,921 14,733 14,540 14,342 14,138 13,913 13,682 13,445
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4.2.3. 公共下水道人口以外の処理形態別人口の将来予測 

公共下水道人口以外の生活排水処理人口の将来予測は、計画処理区域内の人口の内、公共下水

道人口と農・漁業集落排水処理施設人口の計画値を考慮して推計を行いました。 

本市では、平成 28 年度から唐丹処理場（処理人口 1,053 人）の供用開始が予定されているた

め、平成 28 年度から農・漁業集落排水施設人口の増加が見込まれます。 

また、合併処理浄化槽人口については、単独処理浄化槽人口やし尿くみ取り人口から転換する

人口（年間 43 人ずつ転換することを想定）を見込んでいます。 

以上より、目標年度における各処理形態別人口は中間目標年（H30 年度）で農・漁業集落排水

施設 1,653 人、合併処理浄化槽 7,093 人、単独処理浄化槽 797 人、し尿くみ取り 7,827 人

と推定されます。 

また、計画目標年（H35 年度）で農・漁業集落排水施設 1,453 人、合併処理浄化槽 6,391

人、単独処理浄化槽 717 人、し尿くみ取り 7,044 人と推定されます。 

 

表 4.12 公共下水道人口以外の処理形態別人口の予測結果 

 

 

図 4.8 公共下水道人口以外の処理形態別人口の予測結果 
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4.2.4. し尿・浄化槽汚泥量の将来予測 

1） し尿・浄化槽汚泥量の推計方針 

し尿・浄化槽汚泥量はし尿・浄化槽汚泥の推計に必要な排出量原単位の設定を行い推計します。

一般的には過去の実績から設定した原単位を利用しますが、本市では平成 22 年度の計画処理区

域内の処理形態別人口が把握されていないため、過去 5 年間の実績の平均値を採用することは困

難です。このため、表 4.13 に示すとおり、把握可能な過年度実績（H20、21、23、24 年度）

の平均値よりも原単位が大きく、安全側に量を見込める 新年度（H24 年度）の原単位を使用し、

以下の算定式により推計することとします。 

なお、浄化槽汚泥の排出原単位は、合併処理浄化槽、単独処理浄化槽、農業集落排水施設から

発生する汚泥と各施設の処理形態別人口の合計から算出しています。 

 

 

 

表 4.13 し尿・浄化槽汚泥排出原単位 

 
H24 年度実績 

【採用値】 

H20,21,23,24 年

度平均値 

し尿 3.53 L/人日 3.16 L/人日 

浄化槽汚泥 1.55 L/人日 1.52 L/人日 

 

  

処理形態別人口（将来予測値） 

× 1 人 1 日当たり排出量原単位※ 

※し尿（汲み取り）、浄化槽汚泥（合併処理浄化槽・単独処理浄化槽・農業集落排水施設） 



86 
 

2） し尿・浄化槽汚泥量の推計結果 

本市におけるし尿・浄化槽汚泥量の将来予測結果は表 4.14 及び図 4.9 に示すとおりです。各

処理形態別人口の減少によりし尿・浄化槽汚泥量も減少していくことが推定されます。 

目標年度における浄化槽汚泥量は、中間目標年（H30 年度）で 5,409 kL/年、計画目標年（H35

年度）で 4,852 kL/年、くみ取りし尿量は、中間目標年で 10,071 kL/年、計画目標年で 9,064 

kL/年と推定されます。 

 

表 4.14 し尿・浄化槽汚泥量の予測結果 

 

 

 

図 4.9 し尿・浄化槽汚泥量の予測結果 

 

  

H24
（実績）

H25 H26 H27 H28 H29
H30

（中間）
H31 H32 H33 H34

H35
（計画）
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浄化槽汚泥量 kL/年 5,776 5,682 5,567 5,455 5,641 5,524 5,409 5,295 5,183 5,071 4,960 4,852

し尿・浄化槽汚泥発生原単位 L/人日 2.51 2.50 2.50 2.50 2.44 2.44 2.44 2.44 2.44 2.44 2.44 2.44

くみ取りし尿排出原単位 L/人日 3.53 3.53 3.53 3.53 3.53 3.53 3.53 3.53 3.53 3.53 3.53 3.53

浄化槽汚泥排出原単位 L/人日 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55
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4.4. 目標値の設定 

4.4.1. 生活排水処理の目標 

1） 処理形態別人口 

本計画では、目標年度における生活排水処理形態別人口の目標を表 4.15 及び図 4.10 のとお

り定めます。 

 

表 4.15 目標年度における処理形態別人口 

 

 

 

図 4.10 目標年度における生活排水処理形態別人口  

H24年度
（実績）

H30年度
（中間目標）

H35年度
（計画目標）

計画処理区域内人口 人 37,161 33,560 30,600
水洗化・生活雑排水処理人口 人 26,602 24,936 22,839

コミュニティ・プラント 人 0 0 0
合併処理浄化槽 人 8,588 7,093 6,391
公共下水道 人 17,387 16,190 14,995
農・漁業集落排水施設 人 627 1,653 1,453

人 976 797 717

人 9,583 7,827 7,044

計画処理区域外人口 人 0 0 0
汚水衛生処理率 ％ 71.6 74.3 74.6

水洗化・生活雑排水未処理人口
（単独処理浄化槽）
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2） し尿・浄化槽汚泥量 

本計画では、目標年度におけるし尿・浄化槽汚泥量を表 4.16及び図 4.11のとおり定めます。 

また、本計画の計画目標年における生活排水処理及びし尿・浄化槽汚泥の処理フローは図 4.12

及び図 4.13 に示すとおりとなります。 

 

表 4.16 目標年度におけるし尿・浄化槽汚泥量 

 

 

 

 

図 4.11 目標年度におけるし尿・浄化槽汚泥量 
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図 4.12 中間目標年（H30 年度）における生活排水及びし尿・浄化槽汚泥処理フロー 

 

 

図 4.13 計画目標年（H35 年度）における生活排水及びし尿・浄化槽汚泥処理フロー 
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4.4.2. 生活排水処理区域及び人口 

1） 公共下水道 

東日本大震災の影響で損壊の影響を受けたものについては、再整備していくとこととし、整備

が完了している地区については順次供用を開始していくこととします。 

 

2） 農業集落排水施設 

現在、栗林地区において農業集落排水施設が稼働しており、今後も同施設の供用による処理を

継続していくこととします。 

 

3） 漁業集落排水施設 

平成 27 年度末に唐丹地区で漁業集落排水施設が完成する予定で、平成 28 年度から供用を開

始し、処理を行うこととします。 

 

4） コミュニティ・プラント 

コミュニティ・プラントの整備については、現時点で予定はありません。 

 

5） 合併処理浄化槽 

上記、集合処理を行う地区以外では合併処理浄化槽への転換、普及を進めていきます。 
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4.5. し尿・汚泥の処理計画 

4.5.1. 収集運搬計画 

1） 計画目標 

市内で発生するし尿及び浄化槽汚泥（農・漁業集落排水施設から発生する汚泥を含む）を迅速

かつ衛生的に処理することを目指し、収集体制の効率化及び円滑化を図ります。 

 

2） 計画収集区域 

計画収集区域は市全域とします。 

 

3） 収集運搬の方法及び量 

し尿及び浄化槽汚泥は全量をバキューム車により収集します。なお、市内で発生が見込まれる

し尿及び浄化槽汚泥量は図 4.9 に示すとおりです。 

 

4.5.2. 中間処理計画 

1） 計画目標 

今後は下水道接続による処理量の減少や合併処理浄化槽への転換によるし尿・浄化槽汚泥の処

理量や内訳が変化してくると予想されます。 

このため、処理量や組成の変動に対応した適正な処理を目指していきます。 

 

2） 中間処理対象 

中間処理の対象は計画収集区域内から収集されたし尿及び浄化槽汚泥（農・漁業集落排水施設

から発生する汚泥を含む）とします。 

 

3） 処理方法 

収集されたし尿及び浄化槽汚泥（農・漁業集落排水施設から発生する汚泥を含む）を、釜石・

大槌汚泥再生処理センター（膜分離高負荷脱窒素処理方式＋高度処理）において適正に処理しま

す。 

 

4） 中間処理量 

中間処理量は市内で発生が見込まれるし尿及び浄化槽汚泥（農・漁業集落排水施設から発生す

る汚泥を含む）の量です。なお、市内で発生が見込まれるし尿及び浄化槽汚泥量は図 4.9 に示す

とおりです。 
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4.5.3. 最終処分計画 

1） 計画目標 

釜石・大槌汚泥再生処理センターから発生するし渣等は適正に処理し、可能な限り 終処分す

るものが発生しないように努めます。 

 

2） 最終処分方法 

釜石・大槌汚泥再生処理センターから発生するし渣及び沈砂については、岩手沿岸南部クリー

ンセンターにおいてごみとともに溶融処理しますが、処理の過程で発生する集塵ダストについて

は適正に 終処分します。 

 

4.5.4. 資源化有効利用計画 

1） 計画目標 

釜石・大槌汚泥再生処理センターで発生するし渣、沈砂及び汚泥について、有効利用を図って

いきます。 

 

2） 資源化有効利用の方法 

し渣及び沈砂については、岩手沿岸南部クリーンセンターにおいて溶融処理を施した後、溶融

スラグとして利用します。 

汚泥については汚泥処理工程（汚泥熱分解方式）で堆肥化し、有機肥料「し尿汚泥肥料（咲土

がえり）」として地域住民への無償配布を継続します。 
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4.6. その他 

4.6.1. 地域に関する各種計画との関係 

本計画は、所管部署や所管部署の計画が異なることによる計画の方針や推進方法に違いがある

ことに留意し、他の所管部署と連携して他計画の進捗状況も踏まえながら進めていくものとしま

す。 

 

4.6.2. 今後の課題 

水質汚濁防止法が制定、施行されて以降、事業場からの排水水質による汚濁負荷は減少し、近

年では未処理の生活排水によるものが多くを占める状況となっています。 

現在、本市における生活排水処理における汚水衛生処理率は 71.6%となっており、残りの

28.4%については生活雑排水が未処理のまま公共用水域に流れ込んでいます。 

このとおり、本市においても公共用水域の水質改善を図るためには生活排水処理施設の整備充

実が必然のこととなっています。 

今後は、本計画に定める方針の下、県や事務組合等と連携を図り、生活排水処理施設の効率的

な整備を進めていくとともに、市民や事業者への普及啓発によって協力関係を築いていくことが

必要です。 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆資料編 

 

●釜石市環境基本条例 

●釜石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 

●釜石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則 

●釜石市生ごみ処理容器等購入費補助金交付要綱 

●釜石市家庭系一般廃棄物の排出及び収集に関する要綱 

●釜石市ごみ集積場の設置等に関する要綱 

●釜石市ごみ箱集約化推進事業補助金交付要綱 

●釜石市資源物回収事業推進奨励金交付要綱 

●釜石市指定ごみ袋の仕様及び製造の認定に関する要綱 

●釜石市ごみ減量化市民懇話会要項 

●ごみ処理基本計画における計画ごみ量 

●用語集 

 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


